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公的年金制度について
わが国の公的年金制度は、基礎年金制度（国民年金）と被用者年金制度（厚生年金保険）で構成されてい

ます。１階部分の国民年金は、20～60歳の全員に共通する制度で、基礎年金を支給します。

２階部分は、被用者（会社員や公務員）のための制度で、給料等に比例した年金を支給します。

平成 27 年 10 月に被用者年金制度が一元化され、公務員も厚生年金保険に加入することになりました。

ただし、厚生年金の被保険者（加入者）は勤務の形態により下図の４通りに区分され、実施機関も異

なります。公務員としての勤務における年金裁定は、厚生年金期間のうち国共済と地共済の合計期間で

計算・支給します。

＜被用者年金一元化の制度変更イメージ＞

【 従 前 】

厚生年金基金等 （職域年金部分） ３階部分

厚 生 年 金
共済年金 ２階部分

１階部分

自営業者等 会社員 国家公務員 地方公務員 私学教職員
第２号被保険者

の被扶養配偶者

国民年金の

第１号被保険者

国民年金の

第３号被保険者

【 現 行 】（H27.10 ～）

第１号厚生年金

被保険者

第２号厚生年金

被保険者

第３号厚生年金

被保険者

第４号厚生年金

被保険者

厚生年金基金等 年金払い退職給付 年金払い退職給付 年金払い退職給付 ３階部分

一般厚生年金 国共済厚生年金 地共済厚生年金 私学共済
厚生年金

２階部分

１階部分

自営業者等 会社員 国家公務員 地方公務員 私学教職員
第２号被保険者
の被扶養配偶者

国民年金の

第１号被保険者

国民年金の

第３号被保険者

＜ 厚生年金保険の種別 ＞

厚生年金の種別 名 称 対 象 者 実 施 機 関

第１号厚生年金 一般厚生年金 民間会社員 日本年金機構

第２号厚生年金 国共済厚生年金
公務員
厚生年金

国家公務員 国家公務員の共済組合

第３号厚生年金 地共済厚生年金 地方公務員
地方公務員の共済組合（公立学校共済組合、

地方職員共済組合、市町村職員共済組合など）

第４号厚生年金 私学共済厚生年金 私立学校教職員 日本私立学校振興・共済事業団

※平成 27 年 9 月以前の厚生年金保険、各共済組合等の加入期間についても、各々第１号～第４号までの種別の厚生年金

保険の期間とみなします。

国民年金の第２号被保険者

（ 公 務 員 厚 生 年 金 ）

国民年金の第２号被保険者

厚 生 年 金

職域年金部分は廃止となり、

「年金払い退職給付」を新設

（P36 参照）

2 階部分を統合

国 民 年 金 （ 基 礎 年 金 ）

共 済 年 金
（厚生年金相当部分）

（職域年金部分）

国 民 年 金 （ 基 礎 年 金 ）
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＜ 国民年金被保険者の種別 ＞

公的年金制度の１階部分となる国民年金の対象者は、以下のように区分されます。

被 保 険 者 の 種 別 対 象 者

国民年金第１号被保険者 20歳以上 60歳未満の自営業、学生など

国民年金第２号被保険者 厚生年金保険の被保険者

国民年金第３号被保険者 国民年金第２号被保険者の被扶養配偶者で、20歳以上 60歳未満の人

○定年退職後の国民年金への加入について（被扶養配偶者）

組合員が定年退職後に再就職して、第１号～第４号の厚生年金保険に加入すると、その者の 20 歳以

上 60 歳未満の被扶養配偶者は「第３号被保険者」として国民年金に加入します。この手続きは再就職

した勤務先（事業所）を経由して日本年金機構へ届け出ます。

組合員が定年退職後、公的年金制度に加入しなければ、20 歳以上 60 歳未満の被扶養配偶者は、自ら

「第１号被保険者」として国民年金に加入することになり、国民年金保険料を納める必要があります。

第３号の被扶養配偶者については、P.58の案内も参考にしてください。

○ワンストップサービス

被用者年金制度の一元化によって、年金の相談や請求書等の提出は、ワンストップサービスの導入で

すべての窓口（年金事務所や各共済組合等）において対応ができるようになりました。

（障害給付は除きます）

・厚生年金の加入歴が第１号から第４号の複数あったとしても、１か所に請求することですべての

厚生年金期間の年金請求をしたことになります。

請求書の提出はどこの窓口でも可能です。（加入歴のない実施機関に請求することもできます。）

・請求案内は、年金が受給できる年齢に達する直前に加入していた実施機関（第１号～第４号）

から送付されます。

公立学校共済組合の場合は、現職組合員（再任用フルタイム等）は大阪支部から、年金待機者

（退職者）は本部から案内します。

・最初に受付けた実施機関が他の実施機関に請求書等を回付し、年金の裁定と支給については、

第１号から第４号の実施機関が各々の加入期間に応じて別々におこないます。

加入する

厚生年金

の区分

民間会社の勤務
公務員の共済組合に加入した期間

私学教職員の期間
国家公務員 地方公務員

第１号：

一般厚生年金期間

第２号：

国共済厚生年金期間

第３号：

地共済厚生年金期間

第４号：

私学共済厚生年金期間

請求書の

提出窓口

・年金事務所

・各共済組合

・私学共済事務所

年金の裁定 日本年金機構 共済組合（最終に所属する共済組合） 私学共済

年金の支払 日本年金機構 共済組合（ 〃 ） 私学共済

原則、どこでも受付可能となります。

＊年金相談や各種届出などの多くが、どの窓口でも

対応できるようになります。
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必ずご確認下さい！

組合員種別と資格喪失について

(１) 組合員種別

公立学校共済組合の組合員は、任用形態によって適用される社会保険制度が異なります。

年金手続きにかかる主な組合員の種別と適用される制度、任用形態は下記のとおりです。

組合員種別
社会保険制度

主な任用の形態
年金 健康保険

一般組合員 公立学校共済組合 公立学校共済組合

常勤一般職員

再任用フルタイム職員

任期付職員

フルタイム非常勤職員（12月超）※2

短期組合員 日本年金機構 公立学校共済組合

再任用短時間職員（週 20H超）

臨時的任用職員

パートタイム非常勤職員 ※1

フルタイム非常勤職員（12月以下）※2

※1 非常勤職員の社会保険適用には週 20 時間以上勤務、報酬月額 8,8000 円、雇用期間 2 ヵ月 1 日以

上の条件あり

※2 フルタイムの非常勤職員については、雇用が引き続き 12 月を超えた場合は、13 月目の初日から

公立学校共済組合の年金が適用され、一般組合員になります。

(２) 組合員資格の喪失

　組合員は定年退職後、就職しない等により、組合員資格を喪失しますが、それ以外にも、任用

替えにより上記の組合員種別が変更となる際は、いったん前資格を喪失し、新たな任用に応じた

組合員資格を取得することとなります。

　一般組合員から短期組合員に組合員種別が変わる場合、適用される年金制度のみが公立学校共

済組合から日本年金機構に変わるので、健康保険にかかる資格は喪失しませんが、年金に関する

組合員資格は喪失し、次頁以降の手続きが必要となります。

・退職に伴い組合員種別が変更になる例

① 常勤職員【一般組合員】→再任用短時間職員（20H超）【短期組合員】

② 常勤職員【一般組合員】→臨時的任用職員【短期組合員】

③ 常勤職員【一般組合員】→非常勤職員（社会保険適用時のみ）【短期組合員】

【１】

年金請求に係る

退職時の手続き

昭和 37 年 4 月 2 日～

昭和 38 年 4 月 1 日生まれ
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【１】

年金請求に係る

退職時の手続き

昭和 37 年 4 月 2 日～

昭和 38 年 4 月 1 日生まれ
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１．年金待機者としての登録手続きについて 令和 5 年 3 月 31 日 提出期限

（ 昭和 37年 4月 2日から昭和 38年 4月 1日生まれの者 ）

定年退職により公立学校共済組合の組合員資格を喪失した場合は、共済組合員としての厚生年金加入

期間や給料額など年金を裁定するために必要な情報を「年金待機者」として登録するため、「退職届書」

を公立学校共済組合大阪支部へ提出していただきます。

なお、再任用（週 20 時間以上）で勤務する等により、短期組合員になる場合は提出不要です。公立

学校共済組合大阪支部で登録を行います。（下表①は待機者登録しません。）

登録が完了しますと、公立学校共済組合本部から「年金待機者登録通知書」及び「年金待機者となら

れた皆さまへ」のリーフレットが送付されます。

(１) 「退職届書」の提出の要否について

提出が
必要な方

令和 5年 3月の定年退職で公務員の共済組合の組合員資格を喪失する者 ※１

（例）R5.4以降の勤務形態：就職しない、民間・私立学校就職、再任用短時間勤務（週 20時

間未満）など

提出が
不要な方

令和 5年 4月以降も引き続き公務員の共済組合の組合員資格を有する者

①一般組合員の資格が引き続く者

（例）R5.4以降の勤務形態：再任用フルタイム勤務、任期付職員 ※２、転出者※３

②一般組合員から短期組合員に変更する者

（例）R5.4以降の勤務形態：再任用短時間勤務（週 20時間以上）、臨時的任用職員※２

非常勤職員（週 20時間以上の一般厚生年金加入者）

※１ 任意継続組合員は、短期給付（医療保険）の任意の制度なので、「退職届書」の提出は必要です。

※２ 原則、退職届書の提出は不要ですが、発令までの空白期間が 9 日以上であれば、退職届書の提出が必要になり

ます。

※３ 転出者は P.12 を参照してください。

(２) 「退職届書」の提出について

・郵送又は逓送によりご提出ください。

提出書類 提出先 提出期限

「 退職届書 (共済組合提出用) 」 公立学校共済組合大阪支部 令和 5年 3月 31日

（注意事項）

※ 「履歴書」は、各教育委員会の通知に従い作成し、各教育委員会に提出してください。（退職手当

の請求にも必要となります。）（P.25～P.31参照）

※ 年金の繰上げ請求をされる方は、令和 5年 2月 15日が申出期限となります。（P.15～P.23参照）

(３) 年金請求手続きについて

「年金待機者登録」がされていると、65歳に到達する直前に、公立学校共済組合本部から年金請求書

類一式が自宅に届きます。65歳の誕生日以降に年金請求の手続きを行ってください。

ただし、定年退職後、公務員以外の厚生年金に加入された場合は、最後に加入した年金実施機関（日

本年金機構や他の共済組合等）から請求書類が届きます。

「退職届書」の提出から年金請求までの流れについて、次のページ（P.9）に図を掲載しておりますのでご確

認ください。

～退職届書提出から、年金請求までの流れ～

≪ 年金請求（65歳）時 ≫

① 退職届書の提出

(3/31 まで)
②待機者登録処理

⑤ 65歳到達日以降、年金請求を行う。

④ 65歳到達の前に、年金請求関係書類一式を自宅に送付

（最後に加入した厚生年金実施機関から請求書が送付されます。）

公立学校共済組合

大阪支部
組合員

公立学校共済組合本部

年金待機者
（元組合員）

厚生年金実施機関

・公立学校共済組合本部

・私立学校共済組合

・日本年金機構 など

な

ど

③ 「年金待機者登録通知書」等が自宅に送付される ※①～③の処理に数か月要します。

≪ 定年退職（組合員資格の喪失）時 ≫
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１．年金待機者としての登録手続きについて 令和 5 年 3 月 31 日 提出期限

（ 昭和 37年 4月 2日から昭和 38年 4月 1日生まれの者 ）

定年退職により公立学校共済組合の組合員資格を喪失した場合は、共済組合員としての厚生年金加入

期間や給料額など年金を裁定するために必要な情報を「年金待機者」として登録するため、「退職届書」

を公立学校共済組合大阪支部へ提出していただきます。

なお、再任用（週 20 時間以上）で勤務する等により、短期組合員になる場合は提出不要です。公立

学校共済組合大阪支部で登録を行います。（下表①は待機者登録しません。）

登録が完了しますと、公立学校共済組合本部から「年金待機者登録通知書」及び「年金待機者となら

れた皆さまへ」のリーフレットが送付されます。

(１) 「退職届書」の提出の要否について

提出が
必要な方

令和 5年 3月の定年退職で公務員の共済組合の組合員資格を喪失する者 ※１

（例）R5.4以降の勤務形態：就職しない、民間・私立学校就職、再任用短時間勤務（週 20時

間未満）など

提出が
不要な方

令和 5年 4月以降も引き続き公務員の共済組合の組合員資格を有する者

①一般組合員の資格が引き続く者

（例）R5.4以降の勤務形態：再任用フルタイム勤務、任期付職員 ※２、転出者※３

②一般組合員から短期組合員に変更する者

（例）R5.4以降の勤務形態：再任用短時間勤務（週 20時間以上）、臨時的任用職員※２

非常勤職員（週 20時間以上の一般厚生年金加入者）

※１ 任意継続組合員は、短期給付（医療保険）の任意の制度なので、「退職届書」の提出は必要です。

※２ 原則、退職届書の提出は不要ですが、発令までの空白期間が 9 日以上であれば、退職届書の提出が必要になり

ます。

※３ 転出者は P.12 を参照してください。

(２) 「退職届書」の提出について

・郵送又は逓送によりご提出ください。

提出書類 提出先 提出期限

「 退職届書 (共済組合提出用) 」 公立学校共済組合大阪支部 令和 5年 3月 31日

（注意事項）

※ 「履歴書」は、各教育委員会の通知に従い作成し、各教育委員会に提出してください。（退職手当

の請求にも必要となります。）（P.25～P.31参照）

※ 年金の繰上げ請求をされる方は、令和 5年 2月 15日が申出期限となります。（P.15～P.23参照）

(３) 年金請求手続きについて

「年金待機者登録」がされていると、65歳に到達する直前に、公立学校共済組合本部から年金請求書

類一式が自宅に届きます。65歳の誕生日以降に年金請求の手続きを行ってください。

ただし、定年退職後、公務員以外の厚生年金に加入された場合は、最後に加入した年金実施機関（日

本年金機構や他の共済組合等）から請求書類が届きます。

「退職届書」の提出から年金請求までの流れについて、次のページ（P.9）に図を掲載しておりますのでご確

認ください。

～退職届書提出から、年金請求までの流れ～

≪ 年金請求（65歳）時 ≫

① 退職届書の提出

(3/31 まで)
②待機者登録処理

⑤ 65歳到達日以降、年金請求を行う。

④ 65歳到達の前に、年金請求関係書類一式を自宅に送付

（最後に加入した厚生年金実施機関から請求書が送付されます。）

公立学校共済組合

大阪支部
組合員

公立学校共済組合本部

年金待機者
（元組合員）

厚生年金実施機関

・公立学校共済組合本部

・私立学校共済組合

・日本年金機構 など

な

ど

③ 「年金待機者登録通知書」等が自宅に送付される ※①～③の処理に数か月要します。

≪ 定年退職（組合員資格の喪失）時 ≫
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２．再任用勤務となる場合の手続きについて

再任用フルタイム勤務及び週 20時間以上の再任用短時間勤務となる方は、「退職届書」の提出は不要

です。（P.8参照）

（注意事項）

※ 「履歴書」は、各教育委員会の通知に従い作成し、各教育委員会に提出してください。（退職手当

の請求にも必要となります。）（P.25～P.31参照）

〇再任用フルタイム勤務になる場合

再任用フルタイム勤務では、定年退職前と同様に、公立学校共済組合の一般組合員資格が付与され、

引き続いて地共済厚生年金（第３号厚生年金）へ加入となるため、手続きは不要です。

再任用フルタイム勤務であることの確認は、共済組合から各教育委員会へ調査します。

（仮に、「退職届書」を提出された場合でも、「年金待機者」の処理は行いません。）

＜今後の手続き予定＞

（１）再任用フルタイム勤務を退職されるとき

年金の支給開始年齢（65 歳）に到達する前に退職又は短期組合員の資格に切り替わる場合

本人の手続きは不要です。

なお、退職により組合員資格を喪失する場合は、公立学校共済組合から「退職届書」を所属所

に送付し、所属所から（退職している元組合員を通さず）公立学校共済組合へ提出していただ

きます。

（２）年金請求について

年金の受給権が発生（65 歳）したときに、再任用フルタイム勤務をされている場合は、公立

学校共済組合大阪支部から、「年金請求書」を配付します。

〇再任用短時間勤務（週 3 日など週当たりの勤務時間が 20 時間以上）となる場合

公立学校共済組合の短期組合員となり、健康保険はそのままですが、年金制度は一般厚生年金（第

1号厚生年金）への加入となります。

共済組合の年金の資格喪失に伴う手続きは不要です。（年金待機者としての登録については、共済

組合で行います。）

〇再任用短時間勤務（週当たりの勤務時間が 20 時間未満）となる場合

（P.8）に記載の通り、「退職届書」を提出してください。

年金の支給開始年齢（65歳）に到達した年度末に退職又は短期組合員の資格に切り替わる場合

公立学校共済組合大阪支部から「改定請求書」等を送付します。

提出いただいた内容に基づき、在職中の年金支給停止解除等の退職改定事務を進めます。

（年金決定状況によっては、他の書類の提出を求めることがあります。）

３．臨時的任用職員・任期付職員で勤務する場合の手続きについて

○臨時的任用職員（常勤講師や臨時主事等）、任期付職員（育児休業、配偶者同行休業代替等）となる

方は、原則、退職届書の提出は不要ですが、発令までに空白期間がある場合は、任用の発令日などに

よって（P.8）に記載の「退職届書」の提出が必要となる場合があります。

任期付職員（育児休業、配偶者同行休業代替等）は、定年退職前と同様に、公立学校共済組合の一

般組合員資格が付与され、地共済厚生年金（第３号厚生年金）へ加入となります。

一方、臨時的任用職員は、短期組合員資格が付与され、年金制度は一般厚生年金（第 1号厚生年金）

へ加入となります。

一般組合員の資格が引き続く場合や短期組合員の資格に切り替わる場合は「退職届書」の提出は不

要です。

（注意事項）

※ 「履歴書」は、各教育委員会の通知に従い作成し、各教育委員会に提出してください。（退職手当

の請求にも必要となります。）（P.25～P.31参照）

定年退職後、臨時的任用職員・任期付職員で勤務する場合の退職届書の要否

※ 公立学校共済組合：地共済厚生年金（第 3号）

※ 日本年金機構 ：一般厚生年金（第 1号）

（注）空白期間については任命権者の取り扱いによります。

定年後の任用形態
任用の

発令日

退職届書

の要否

年金の加入機関

空白期間 任用後

同一の

任命権者

の任用

臨時的任用職員 4/9 以前 不要 公立学校共済組合 日本年金機構

臨時的任用職員 4/10 以降 必要 非加入 日本年金機構

任期付職員 4/9 以前 不要 公立学校共済組合 公立学校共済組合

任期付職員 4/10 以降 必要 非加入 公立学校共済組合

異なる

任命権者

の任用

臨時的任用職員 4/2 以降 必要 非加入 日本年金機構

任期付職員 4/2 以降 必要 非加入 公立学校共済組合
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２．再任用勤務となる場合の手続きについて

再任用フルタイム勤務及び週 20時間以上の再任用短時間勤務となる方は、「退職届書」の提出は不要

です。（P.8参照）

（注意事項）

※ 「履歴書」は、各教育委員会の通知に従い作成し、各教育委員会に提出してください。（退職手当

の請求にも必要となります。）（P.25～P.31参照）

〇再任用フルタイム勤務になる場合

再任用フルタイム勤務では、定年退職前と同様に、公立学校共済組合の一般組合員資格が付与され、

引き続いて地共済厚生年金（第３号厚生年金）へ加入となるため、手続きは不要です。

再任用フルタイム勤務であることの確認は、共済組合から各教育委員会へ調査します。

（仮に、「退職届書」を提出された場合でも、「年金待機者」の処理は行いません。）

＜今後の手続き予定＞

（１）再任用フルタイム勤務を退職されるとき

年金の支給開始年齢（65 歳）に到達する前に退職又は短期組合員の資格に切り替わる場合

本人の手続きは不要です。

なお、退職により組合員資格を喪失する場合は、公立学校共済組合から「退職届書」を所属所

に送付し、所属所から（退職している元組合員を通さず）公立学校共済組合へ提出していただ

きます。

（２）年金請求について

年金の受給権が発生（65 歳）したときに、再任用フルタイム勤務をされている場合は、公立

学校共済組合大阪支部から、「年金請求書」を配付します。

〇再任用短時間勤務（週 3 日など週当たりの勤務時間が 20 時間以上）となる場合

公立学校共済組合の短期組合員となり、健康保険はそのままですが、年金制度は一般厚生年金（第

1号厚生年金）への加入となります。

共済組合の年金の資格喪失に伴う手続きは不要です。（年金待機者としての登録については、共済

組合で行います。）

〇再任用短時間勤務（週当たりの勤務時間が 20 時間未満）となる場合

（P.8）に記載の通り、「退職届書」を提出してください。

年金の支給開始年齢（65歳）に到達した年度末に退職又は短期組合員の資格に切り替わる場合

公立学校共済組合大阪支部から「改定請求書」等を送付します。

提出いただいた内容に基づき、在職中の年金支給停止解除等の退職改定事務を進めます。

（年金決定状況によっては、他の書類の提出を求めることがあります。）

３．臨時的任用職員・任期付職員で勤務する場合の手続きについて

○臨時的任用職員（常勤講師や臨時主事等）、任期付職員（育児休業、配偶者同行休業代替等）となる

方は、原則、退職届書の提出は不要ですが、発令までに空白期間がある場合は、任用の発令日などに

よって（P.8）に記載の「退職届書」の提出が必要となる場合があります。

任期付職員（育児休業、配偶者同行休業代替等）は、定年退職前と同様に、公立学校共済組合の一

般組合員資格が付与され、地共済厚生年金（第３号厚生年金）へ加入となります。

一方、臨時的任用職員は、短期組合員資格が付与され、年金制度は一般厚生年金（第 1号厚生年金）

へ加入となります。

一般組合員の資格が引き続く場合や短期組合員の資格に切り替わる場合は「退職届書」の提出は不

要です。

（注意事項）

※ 「履歴書」は、各教育委員会の通知に従い作成し、各教育委員会に提出してください。（退職手当

の請求にも必要となります。）（P.25～P.31参照）

定年退職後、臨時的任用職員・任期付職員で勤務する場合の退職届書の要否

※ 公立学校共済組合：地共済厚生年金（第 3号）

※ 日本年金機構 ：一般厚生年金（第 1号）

（注）空白期間については任命権者の取り扱いによります。

定年後の任用形態
任用の

発令日

退職届書

の要否

年金の加入機関

空白期間 任用後

同一の

任命権者

の任用

臨時的任用職員 4/9 以前 不要 公立学校共済組合 日本年金機構

臨時的任用職員 4/10 以降 必要 非加入 日本年金機構

任期付職員 4/9 以前 不要 公立学校共済組合 公立学校共済組合

任期付職員 4/10 以降 必要 非加入 公立学校共済組合

異なる

任命権者

の任用

臨時的任用職員 4/2 以降 必要 非加入 日本年金機構

任期付職員 4/2 以降 必要 非加入 公立学校共済組合
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＜任期付職員（一般組合員）の今後の手続き予定＞

（１）任期付職員（育児休業、配偶者同行休業代替等）を退職されるとき

年金の支給開始年齢（65 歳）に到達した後に退職又は短期組合員の資格に切り替わる場合

「退職・資格変動調査票（年金受給者用）」（仮称）を公立学校共済組合大阪支部年金グループ

に提出（郵送・逓送又は FAX可）してください。

　提出いただいた内容に基づき、在職中の年金支給停止解除等の退職改定事務を進めます。

（年金決定状況によっては、他の書類の提出を求めることがあります。）

年金の支給開始年齢（65 歳）に到達する前に退職又は短期組合員の資格に切り替わる場合

　本人の手続きは不要です。

　なお、退職により組合員資格を喪失する場合は、公立学校共済組合から「退職届書」を所属

所に送付し、所属所から（退職している元組合員を通さず）公立学校共済組合へ提出していた

だきます。

（２）年金請求について

年金の受給権が発生（65歳）したときに当支部の一般組合員である場合は、公立学校共済組合大

阪支部から「年金請求書」を配付します。

令和 4年 10月施行の法改正により、臨時的任用職員の方は、年金制度が地共済厚生年金（第３号）

から一般厚生年金（第１号）へ変更し、短期組合員となりました。

４．他府県の公立学校共済組合や他の公務員共済組合へ異動する場合の

手続きについて

定年退職後、引き続き、国や他の自治体の公務員として採用され、他府県の公立学校共済組合や他

の公務員共済組合の年金制度に加入する場合は、「転出届書」を提出してください。それにより、新

たに加入する共済組合に年金記録が引き継がれます。

（例）

勤 務 先 加入する共済組合 加入する年金制度

知事部局への異動 地方職員共済組合へ転出 地共済厚生年金（第３号）

他の都道府県の公立学校教職員 公立学校共済組合の他支部へ転出 地共済厚生年金（第３号）

市町村の教育委員会等の職員 市町村職員共済組合へ転出 地共済厚生年金（第３号）

大阪府警察本部に勤務 警察共済組合へ転出 地共済厚生年金（第３号）

国立の学校教員等 国家公務員共済組合へ転出 国共済厚生年金（第２号）

【 手続き 】

① 「履歴書」は、各教育委員会の通知に従い作成し、各教育委員会に提出してください。

（退職手当の請求にも必要となります。）（P.25～P.31参照）

なお、引き続くことで退職手当が出ない場合、年金用の２部のみ必要となります。

② 退職日以降に、「転出届書」を公立学校共済組合大阪支部 年金グループに提出してください。

※「転出届書」は、公立学校共済組合大阪支部のホームページからダウンロードできます。

https://www.kouritu.or.jp/osaka/

トップページ［大阪支部について］：［様式集(諸用紙のダウンロード)］⇒［長期給付関係(年金)の様式］

希望者のみ該当

繰上げ請求を行うことによって、年金が生涯にわたっ

て減額となるほか、今後の年金受給について制約が発

生します。

また、繰上げ請求を行った後に取り消すことはでき

ません。

次ページ以降の説明をよくお読みになったうえで、

手続きをとっていただくようお願いします。

【２】繰上げ請求
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退
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― 13～14 ―

届出日　 　令和　　　 年　 　月　　日

2 3 0 2 3

※記入要領に従い、楷書ではっきりと記入の上、押印してください。

支部 組　合　員　番　号

1 退　職　届　書54 6 〔共済組合提出用〕2 7 1

公立学校共済組合理事長 殿

コウリツ

退 職 者 (名)(氏)

公立

・

フリガナ ・

3

タロウ

太郎

元号

フリガナ

氏　名

氏　名

・

・

障害状態の有無

(名)

有　・　無
(氏)

氏名
訂正欄

月 日 性　別年

昭 平
令 0 4 27

改姓年月日 基礎年金番号

生 年
月 日 0

2 3 4 5 6

男・女

所　属
機関名
職　名

退   職
年 月 日

元号 年 月 旧姓

0

日 旧姓
・

改姓年月
日

0 5 9年 　月 　日3
昭 平

令3 1 4 5 0 - 1

待機者番号（前歴あり） 種別 証書番号

52 3 4 7

所　属　機　関　名 職　　　名

△△小学校 教諭 1 6

ﾗ

8

9 ﾗ ﾗ ﾗ

町　名
番地等

退職者

の

住所等
○○○３丁目

5 9
住所 大阪府 阪南市

住所等
訂正欄

上欄住所
のつづき

上欄住所
のつづき

フリガナ

郵　便　番　号

住所

０７２４－○○－○○○○

電　話　番　号 －　　　　　　－　　　　

町　名
番地等

フリガナ

市・郡
区(東京都)

都・道
府・県郵　便　番　号

配偶者を扶養していますか

電　話　番　号

町・村
区(指定都市)

日

無・有
昭 平

令
△ ○

月

1 2 0

退職者
の

配偶者

配偶者の有無
配偶者の
生年月日

元号 年

退職届書の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

令和　　　年　　月　　日

1 している・していない

所属機関名
及び職名 △△小学校

所属機関の長
校長　福利 次郎 氏　名

共済組合記入欄（任意）

重複期間
退年・減退
の受給権

みなし25年
の退共権

退  職  事  由
義　務
非義務

所属
区分

職 名
給  付
制  限

一　時　金　支　給　額

有・無 有　・　無 有　・　無 普通 ・ 定年 ・ 勧奨 ・ 失職 義 ・ 非 一　時　金　額
受　給　日

別 元号 年 月 日

元号 年 月 日

有 ・ 無
種

円退職年月日
退  職  事  由

義　務
非義務

所属
区分

職 名
給  付
制  限

退職②
昭 平
令

銭

昭和

有 ・ 無

有 ・ 無

普通 ・ 定年 ・ 勧奨 ・ 失職 義 ・ 非

普通 ・ 定年 ・ 勧奨 ・ 失職 義 ・ 非

退職③
昭 平
令

昭和

普通 ・ 定年 ・ 勧奨 ・ 失職 義 ・ 非退職④
昭 平
令

昭和

昭和

有 ・ 無

有 ・ 無

普通 ・ 定年 ・ 勧奨 ・ 失職 義 ・ 非退職⑤
昭 平
令

退　職　届　書　記　入　要　領
退職届書（共済組合提出用）　記入例

昭 平
令

審　　　　査 作成者

｢有｣の場合は
記入して下さい。

この退職届書には、あなたが公立学校共済組合にお届けの氏名・住所・生年月日・所属機関名・職名などをあらかじめプリントしておりますので、ご確認ください。

なお、氏名又は住所に変更がある場合は、訂正欄に新しい氏名又は住所を記入してください。（その他の項目に誤りがある場合は二重線で訂正してください。

職名に誤りがある場合は、二重線で削除（訂正印不
要）し、正しい職名を記入してください。

過去の組合員期間が待機登録できている場合は、待機
者番号が印字されています。印字が漏れている場合は記
入してください。「待機者番号」をお持ちでない方は、空欄
で提出してください。

氏名を確認してください。押印は不要です。

訂正・改姓がある場合は氏名訂正欄に記入してくだ

さい。

届出日は空欄にしておいてください。

日常生活に一定の支障があり、共済組合へ障害認定

を申請された（又はされる予定）の方は、「有」に○をして

ください。

氏名に変更がある場合は、「氏名訂正

欄」に氏名を記入してください。
押印は不要です。

組合員証が改姓されている場合、 旧姓、改姓年月日を記入
する必要はありません。

電話番号を記入してください。

退職後の住所と印字されている住所が異なる場合は、「住

所等訂正欄」に郵便番号・住所・電話番号（携帯可）を記入

してください。

「大字」・「小字」・「字」のフリガナはつけないでください。
また、「丁目」・「番地」・「号」・「棟」のフリガナは「－」を記

入してください。
あらかじめ印字されている住所からの変更のない場合は

記入不要です。

「所属機関名及び職名」、「所属機関の長 氏名」
を記入してください。公印や受付印は不要です。

「証明日」は、空欄にしておいてください。

退職年月日を確認してください。

異なる場合は、ご連絡ください。

「退職者の配偶者」欄は、財政再計算※に必要な情報

となりますので、もれなく記入してください。

なお、あなたの配偶者が被扶養者として届出がある場

合は、あらかじめ内容がプリントしてありますので記入不

要です。

１．「配偶者の有無」欄に○をしてください。

２．１で「有」に○をされた方は、「配偶者の生年月日」欄

に記入のうえ、「配偶者を扶養していますか」欄の該当す

るものに○をしてください。

※「扶養している」とは、配偶者があなたの退職当時に

あなたの被扶養者（扶養手当の受給の対象となっている

者等）となっていることをいいます。

※財政再計算とは・・
公務員共済全体における掛金・負担金などの収入、年
金給付額などの支出について、過去の実績値や配偶者
の年齢・扶養の状況などを基に予想額を推計し、将来に
わたっての収支の均衡が図れるよう（安定した年金給付
が行えるよう）、掛金率や負担金率の見直しを行うもので
す。



＜任期付職員（一般組合員）の今後の手続き予定＞

（１）任期付職員（育児休業、配偶者同行休業代替等）を退職されるとき

年金の支給開始年齢（65 歳）に到達した後に退職又は短期組合員の資格に切り替わる場合

「退職・資格変動調査票（年金受給者用）」（仮称）を公立学校共済組合大阪支部年金グループ

に提出（郵送・逓送又は FAX可）してください。

　提出いただいた内容に基づき、在職中の年金支給停止解除等の退職改定事務を進めます。

（年金決定状況によっては、他の書類の提出を求めることがあります。）

年金の支給開始年齢（65 歳）に到達する前に退職又は短期組合員の資格に切り替わる場合

　本人の手続きは不要です。

　なお、退職により組合員資格を喪失する場合は、公立学校共済組合から「退職届書」を所属

所に送付し、所属所から（退職している元組合員を通さず）公立学校共済組合へ提出していた

だきます。

（２）年金請求について

年金の受給権が発生（65歳）したときに当支部の一般組合員である場合は、公立学校共済組合大

阪支部から「年金請求書」を配付します。

令和 4年 10月施行の法改正により、臨時的任用職員の方は、年金制度が地共済厚生年金（第３号）

から一般厚生年金（第１号）へ変更し、短期組合員となりました。

４．他府県の公立学校共済組合や他の公務員共済組合へ異動する場合の

手続きについて

定年退職後、引き続き、国や他の自治体の公務員として採用され、他府県の公立学校共済組合や他

の公務員共済組合の年金制度に加入する場合は、「転出届書」を提出してください。それにより、新

たに加入する共済組合に年金記録が引き継がれます。

（例）

勤 務 先 加入する共済組合 加入する年金制度

知事部局への異動 地方職員共済組合へ転出 地共済厚生年金（第３号）

他の都道府県の公立学校教職員 公立学校共済組合の他支部へ転出 地共済厚生年金（第３号）

市町村の教育委員会等の職員 市町村職員共済組合へ転出 地共済厚生年金（第３号）

大阪府警察本部に勤務 警察共済組合へ転出 地共済厚生年金（第３号）

国立の学校教員等 国家公務員共済組合へ転出 国共済厚生年金（第２号）

【 手続き 】

① 「履歴書」は、各教育委員会の通知に従い作成し、各教育委員会に提出してください。

（退職手当の請求にも必要となります。）（P.25～P.31参照）

なお、引き続くことで退職手当が出ない場合、年金用の２部のみ必要となります。

② 退職日以降に、「転出届書」を公立学校共済組合大阪支部 年金グループに提出してください。

※「転出届書」は、公立学校共済組合大阪支部のホームページからダウンロードできます。

https://www.kouritu.or.jp/osaka/

トップページ［大阪支部について］：［様式集(諸用紙のダウンロード)］⇒［長期給付関係(年金)の様式］

希望者のみ該当

繰上げ請求を行うことによって、年金が生涯にわたっ

て減額となるほか、今後の年金受給について制約が発

生します。

また、繰上げ請求を行った後に取り消すことはでき

ません。

次ページ以降の説明をよくお読みになったうえで、

手続きをとっていただくようお願いします。

【２】繰上げ請求
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１．老齢厚生年金等の繰上げ請求手続きについて

令和 5年 2月 15 日 提出期限

・60歳以降であれば、請求により年金を繰上げて受給することができます。

・在職中でも請求可能ですが、在職中は年金の一部又は全部が支給停止となります。

・ここでは、定年退職後に年金を繰上げ請求するための手続き案内となります。

○老齢厚生年金等の繰上げ請求手続きについて

※通常より締切が早くなっていますので、ご注意ください。

提出書類 備考 提出先 提出期限

「 退職届書 (共済組合提出用) 」 P.13～P.14参照 公立学校共済組合

大阪支部

令和 5 年

2 月 15 日「老齢厚生年金等 繰上げ請求申込書」 P.21を使用

（注意事項）

※ 「履歴書」は、各教育委員会の通知に従い作成し、各教育委員会に提出してください。（退職手

当の請求にも必要となります。）（P.25～P.31参照）

○老齢厚生年金等 繰上げ申込書の提出後について

「老齢厚生年金等 繰上げ請求申込書」を受領後、3 月上旬に「繰上げ年金請求書類一式」を申込書

に記載された書類送付希望先に送付します。

同封されている案内をよくお読みいただき、令和 5年 4月分からの年金受給を希望される場合は、令

和 5年 3月 31日（必着）までに繰上げ年金請求書類一式を提出してください。

○繰上げ年金請求の書類提出時期について

年金の繰上げ請求は、下記の表のとおり「老齢厚生年金・老齢基礎年金支給繰上げ請求書 ※１ 」を

初めて実施機関（第１号～第４号厚生年金）が受付けした月の翌月分から繰上げ支給の年金が支給され

ることとなります。

※1 大阪支部では、「老齢厚生年金等 繰上げ請求申込書」提出者に 3月上旬に配付する予定です。

請求書受付月 令和 5年 3月 令和 5年 4月 令和 5年 5月 令和 5年 6月

～繰上げ支給開始年月 令和 5年 4月 令和 5年 5月 令和 5年 6月 令和 5年 7月

初回送金月※２ 6月中旬以降 6月中旬以降 8月中旬以降 8月中旬以降

※２ 提出書類の審査状況により、初回の送金は予定より 1～2か月遅れることがあります。

定年退職された翌月分から年金の繰上げ請求をしたい場合は、3 月中にいずれかの厚生年金実施機関

で繰上げ年金請求書の受付を行う必要があります。

制度上、60歳到達後、在職中に繰上げ年金を請求することも可能ですが、在職中は年金の一部又は全

部が支給停止となりますので、令和 5年 2月以前の請求書の受付は行いません。

なお、他の実施機関(第１号又は第４号厚生年金)から「老齢厚生年金・老齢基礎年金支給繰上げ請求

書」を手に入れた場合でも、令和 5 年 2 月まではいずれの実施機関へも当該請求書を提出しないよう、

お願いします。

２．繰上げ支給の老齢厚生年金の制度について

〇繰上げ支給の老齢厚生年金

繰上げ請求を行うと、支給開始年齢前であっても老齢厚生年金を受給することができます。

（この年金を「繰上げ支給の老齢厚生年金」といいます。）

ただし、繰上げ請求を行うことにより、年金額が減額されます。なお、請求を行うためには、

次の①および②に該当することが必要です。

① 60歳に到達した日から支給開始年齢に到達する日の前日までの間に繰上げ請求を行うこと。

② 受給資格（P.34 の 1参照）を満たし、かつ国民年金の任意加入被保険者でないこと。

◆ 繰上げ支給の老齢厚生年金の支給について
・「繰上げ請求書」を、厚生年金実施機関（公立学校共済組合、年金事務所など）が受付した日
（以下「繰上げ請求日」といいます。）の翌月分から 支給されます。

・加給年金（P.35参照）を請求する場合、繰上げ請求に関わらず 65歳からの加算です。

重

要

◆繰上げは、全ての厚生年金加入期間（第１号～第４号）の年金を、同時に繰上げ請求します。

◆老齢基礎年金も同時に繰り上げる必要があります。

◆繰上げ請求を行うと、年金額が繰上げた月数１か月あたり 0.4％（※）減額され、この水準が

生涯続きます。

（※）昭和 37年 4 月 1 日以前生まれの方は、0.5％

（例）65 歳支給開始の者が 60 歳で繰上げ請求した場合

繰上げ月数（60 月）

60 歳 65 歳 60 歳 65 歳
▽ ▽ ▽ ▽

老齢厚生年金（本来支給） 繰上げ支給の老齢厚生年金

老齢基礎年金 繰上げ支給の老齢基礎年金

・経過的職域加算（共済年金）： 繰上げをしない場合の経過的職域加算額から 60 月分（60 歳～65 歳の月数）

が減額されます。 減額率は 24％ ( 60 月× 0.4％ ）

・繰上げ支給の老齢厚生年金 ： 繰上げをしない場合の老齢厚生年金の額から 60 月分（60 歳～65 歳の月数）

が減額されます。 減額率は 24％ ( 60 月× 0.4％ ）

・全部繰上げの老齢基礎年金 ： 繰上げをしない場合の老齢基礎年金の額から 60 月分（60 歳～65 歳の月数）

が減額されます。 減額率は 24％ ( 60 月× 0.4％ ）

（例）複数の厚生年金に加入されている男性の場合（民間会社：10年勤務、公立学校：25年勤務）

１、60歳で繰上げ請求（公立学校共済組合で受付）⇒ 日本年金機構に請求書を電子回付

２、支給される年金 年金の名称 繰 上 月 数 年 金 計 算 年金裁定、支給

経過的職域加算（共済年金） 60月
Ｈ27 年 9 月まで
の共済加入期間 公立学校共済組合

繰上げ支給の老齢厚生年金 60月 25年分 公立学校共済組合

繰上げ支給の老齢厚生年金 60月 10年分 日本年金機構

全部繰上げの老齢基礎年金 60月 35年分 日本年金機構

繰上げ
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１．老齢厚生年金等の繰上げ請求手続きについて

令和 5年 2月 15 日 提出期限

・60歳以降であれば、請求により年金を繰上げて受給することができます。

・在職中でも請求可能ですが、在職中は年金の一部又は全部が支給停止となります。

・ここでは、定年退職後に年金を繰上げ請求するための手続き案内となります。

○老齢厚生年金等の繰上げ請求手続きについて

※通常より締切が早くなっていますので、ご注意ください。

提出書類 備考 提出先 提出期限

「 退職届書 (共済組合提出用) 」 P.13～P.14参照 公立学校共済組合

大阪支部

令和 5 年

2 月 15 日「老齢厚生年金等 繰上げ請求申込書」 P.21を使用

（注意事項）

※ 「履歴書」は、各教育委員会の通知に従い作成し、各教育委員会に提出してください。（退職手

当の請求にも必要となります。）（P.25～P.31参照）

○老齢厚生年金等 繰上げ申込書の提出後について

「老齢厚生年金等 繰上げ請求申込書」を受領後、3 月上旬に「繰上げ年金請求書類一式」を申込書

に記載された書類送付希望先に送付します。

同封されている案内をよくお読みいただき、令和 5年 4月分からの年金受給を希望される場合は、令

和 5年 3月 31日（必着）までに繰上げ年金請求書類一式を提出してください。

○繰上げ年金請求の書類提出時期について

年金の繰上げ請求は、下記の表のとおり「老齢厚生年金・老齢基礎年金支給繰上げ請求書 ※１ 」を

初めて実施機関（第１号～第４号厚生年金）が受付けした月の翌月分から繰上げ支給の年金が支給され

ることとなります。

※1 大阪支部では、「老齢厚生年金等 繰上げ請求申込書」提出者に 3月上旬に配付する予定です。

請求書受付月 令和 5年 3月 令和 5年 4月 令和 5年 5月 令和 5年 6月

～繰上げ支給開始年月 令和 5年 4月 令和 5年 5月 令和 5年 6月 令和 5年 7月

初回送金月※２ 6月中旬以降 6月中旬以降 8 月中旬以降 8月中旬以降

※２ 提出書類の審査状況により、初回の送金は予定より 1～2か月遅れることがあります。

定年退職された翌月分から年金の繰上げ請求をしたい場合は、3 月中にいずれかの厚生年金実施機関

で繰上げ年金請求書の受付を行う必要があります。

制度上、60歳到達後、在職中に繰上げ年金を請求することも可能ですが、在職中は年金の一部又は全

部が支給停止となりますので、令和 5年 2月以前の請求書の受付は行いません。

なお、他の実施機関(第１号又は第４号厚生年金)から「老齢厚生年金・老齢基礎年金支給繰上げ請求

書」を手に入れた場合でも、令和 5 年 2 月まではいずれの実施機関へも当該請求書を提出しないよう、

お願いします。

２．繰上げ支給の老齢厚生年金の制度について

〇繰上げ支給の老齢厚生年金

繰上げ請求を行うと、支給開始年齢前であっても老齢厚生年金を受給することができます。

（この年金を「繰上げ支給の老齢厚生年金」といいます。）

ただし、繰上げ請求を行うことにより、年金額が減額されます。なお、請求を行うためには、

次の①および②に該当することが必要です。

① 60歳に到達した日から支給開始年齢に到達する日の前日までの間に繰上げ請求を行うこと。

② 受給資格（P.34 の 1参照）を満たし、かつ国民年金の任意加入被保険者でないこと。

◆ 繰上げ支給の老齢厚生年金の支給について
・「繰上げ請求書」を、厚生年金実施機関（公立学校共済組合、年金事務所など）が受付した日
（以下「繰上げ請求日」といいます。）の翌月分から 支給されます。

・加給年金（P.35参照）を請求する場合、繰上げ請求に関わらず 65歳からの加算です。

重

要

◆繰上げは、全ての厚生年金加入期間（第１号～第４号）の年金を、同時に繰上げ請求します。

◆老齢基礎年金も同時に繰り上げる必要があります。

◆繰上げ請求を行うと、年金額が繰上げた月数１か月あたり 0.4％（※）減額され、この水準が

生涯続きます。

（※）昭和 37年 4 月 1日以前生まれの方は、0.5％

（例）65 歳支給開始の者が 60 歳で繰上げ請求した場合

繰上げ月数（60 月）

60 歳 65 歳 60 歳 65 歳
▽ ▽ ▽ ▽

老齢厚生年金（本来支給） 繰上げ支給の老齢厚生年金

老齢基礎年金 繰上げ支給の老齢基礎年金

・経過的職域加算（共済年金）： 繰上げをしない場合の経過的職域加算額から 60 月分（60 歳～65 歳の月数）

が減額されます。 減額率は 24％ ( 60 月× 0.4％ ）

・繰上げ支給の老齢厚生年金 ： 繰上げをしない場合の老齢厚生年金の額から 60 月分（60 歳～65 歳の月数）

が減額されます。 減額率は 24％ ( 60 月× 0.4％ ）

・全部繰上げの老齢基礎年金 ： 繰上げをしない場合の老齢基礎年金の額から 60 月分（60 歳～65 歳の月数）

が減額されます。 減額率は 24％ ( 60 月× 0.4％ ）

（例）複数の厚生年金に加入されている男性の場合（民間会社：10年勤務、公立学校：25年勤務）

１、60歳で繰上げ請求（公立学校共済組合で受付）⇒ 日本年金機構に請求書を電子回付

２、支給される年金 年金の名称 繰 上 月 数 年 金 計 算 年金裁定、支給

経過的職域加算（共済年金） 60月
Ｈ27 年 9 月まで
の共済加入期間 公立学校共済組合

繰上げ支給の老齢厚生年金 60月 25年分 公立学校共済組合

繰上げ支給の老齢厚生年金 60月 10年分 日本年金機構

全部繰上げの老齢基礎年金 60月 35年分 日本年金機構

繰上げ
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３．「繰上げ支給の老齢厚生年金」の請求を行う際にご注意いただきたいこと

繰上げ請求を行った場合、以下の制約がありますので、必ずお読みください。

① 老齢厚生年金の減額は、生涯にわたって続きます。このため、受け取る期間の長短により、結果的に

繰上げ請求しなかった場合よりも受け取る総額が減少することもあります。

② 繰上げ請求を行った後に、取消しをすることはできません。

③ 繰上げ請求を行った後は、障害基礎（厚生）年金に関する以下の請求等ができなくなります。

・ 事後重症などによる障害基礎（厚生）年金の請求

・ 繰上げ請求を行った後に初診日がある障害基礎年金の請求

・ ３級の障害厚生年金を受給されている方の障害の程度が増進した場合の改定請求

④ 繰上げ請求を行った後に、国民年金の寡婦年金を請求することはできません。また、すでに寡婦年金

を受給されている方については、寡婦年金の権利はなくなります。

⑤ 繰上げ請求を行った後に、国民年金の任意加入被保険者になることはできません。

⑥ 繰上げ請求を行った後に、以下に該当する場合は繰上げ支給の老齢厚生年金の一部（又は全部）が支

給停止となる場合があります。

・ 障害基礎（厚生）年金・遺族基礎（厚生）年金の受給権がある場合

・ 再就職し、厚生年金保険に加入されている場合

⑦ 繰上げ支給の老齢厚生年金の受給者（65 歳未満の方）が、雇用保険法による失業等給付（基本

手当等）を受ける場合は、繰上げ支給の老齢厚生年金の経過的職域加算を除いた全額が支給停止

となります。

※雇用保険法による給付と老齢厚生年金との調整については、P.45を参照。
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３．「繰上げ支給の老齢厚生年金」の請求を行う際にご注意いただきたいこと

繰上げ請求を行った場合、以下の制約がありますので、必ずお読みください。

① 老齢厚生年金の減額は、生涯にわたって続きます。このため、受け取る期間の長短により、結果的に

繰上げ請求しなかった場合よりも受け取る総額が減少することもあります。

② 繰上げ請求を行った後に、取消しをすることはできません。

③ 繰上げ請求を行った後は、障害基礎（厚生）年金に関する以下の請求等ができなくなります。

・ 事後重症などによる障害基礎（厚生）年金の請求

・ 繰上げ請求を行った後に初診日がある障害基礎年金の請求

・ ３級の障害厚生年金を受給されている方の障害の程度が増進した場合の改定請求

④ 繰上げ請求を行った後に、国民年金の寡婦年金を請求することはできません。また、すでに寡婦年金

を受給されている方については、寡婦年金の権利はなくなります。

⑤ 繰上げ請求を行った後に、国民年金の任意加入被保険者になることはできません。

⑥ 繰上げ請求を行った後に、以下に該当する場合は繰上げ支給の老齢厚生年金の一部（又は全部）が支

給停止となる場合があります。

・ 障害基礎（厚生）年金・遺族基礎（厚生）年金の受給権がある場合

・ 再就職し、厚生年金保険に加入されている場合

⑦ 繰上げ支給の老齢厚生年金の受給者（65 歳未満の方）が、雇用保険法による失業等給付（基本

手当等）を受ける場合は、繰上げ支給の老齢厚生年金の経過的職域加算を除いた全額が支給停止

となります。

※雇用保険法による給付と老齢厚生年金との調整については、P.45を参照。

よくある質問コーナー ＜ 繰上げ請求編 ＞

Ｑ 01 60 歳で年金の繰上げ請求を行うと、どのくらい年金が減額になりますか。

１か月繰上げるごとに、0.4 ％減額されることとなります。以下、モデルケースを作成しまし

たので、参考にしてください。

【計算条件：老齢厚生年金 年額 165万円、老齢基礎年金 年額 76万円、60 歳到達時から繰上げ請求 】

＜ 繰 上 げ し な い 場 合＞ ＜ 減 額 率 ＞ ＜ 60歳から繰上げした場合 ＞

65歳から老齢厚生年金 165 万 0.4 ％×60月＝最大 24％減 → 60歳から老齢厚生年金 約 125万円

65歳から老齢基礎年金 76 万 0.4 ％×60月＝最大 24％減 → 60歳から老齢基礎年金 約 57万円

※老齢基礎年金については、日本年金機構が裁定する年金です。老齢基礎年金の繰上げ請求に関する詳細な

手続きや試算額等は、最寄りの年金事務所にお問い合わせください。

Ｑ 02
老齢厚生年金の繰上げ請求を考えています。減額率が大きくなるので老齢基礎年金は 65

歳から受給したいのですが。

それはできません。今回の年金の繰上げの制度は、全ての年金を同時に繰上げることとなって

いますので、老齢基礎年金も同時に繰上げ請求を行う必要があります。

また、65 歳から老齢厚生年金の他の種別（第１号及び第４号）の受給権を有する場合は、それ

らの年金も同時に繰上げ請求をすることとなります。

Ｑ 03
令和 5年 4月から再就職する予定です。繰上げ請求した年金についても一部支給停止にな

りますか。

繰上げ支給の老齢厚生年金については、再就職先で厚生年金保険に加入する場合（再任用フル

タイムを含む）、一部又は全部が支給停止になる可能性があります(P.42～P.44 参照）。
一方、繰上げ支給の老齢基礎年金は、支給停止になりません。

再就職先での標準報酬額と、年金額等によっては老齢厚生年金が一部又は全部が支給されない

ケースが十分に考えられますので、再就職のご予定のある方は、ご注意ください。
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Ｑ 04
障がいがあります。定年退職後に就職する予定はなく、年金の繰上げ請求を考えている

のですが。

○障害厚生年金（障害共済年金）の受給権をお持ちの方

障害年金については、年齢に関係なく支給されますが、他の年金の受給権が発生した場合は、

一人一年金の制度のため、受給選択をすることになります。老齢年金を繰上げ請求したとして

も、障害年金との選択になり、どちらか一方しか受給することができません。

○障害厚生年金（障害共済年金）の受給権をお持ちでない方

年金の繰上げ請求を行うと、今後、障がいの認定の手続きができなくなる可能性があります。

障害の等級に認定されるような障がいの状態であれば、状況により障害年金の請求が可能にな

る場合があります。

詳しくは、年金グループまでご相談ください。

Ｑ 05 年金を繰上げ請求したら不利になりますか。

○他の年金の受給権（障害年金・遺族年金）をお持ちの場合

一人一年金の制度のため、年金を繰上げ請求したとしても、もともと受給している年金（障

害年金や遺族年金）との選択になり、どちらか一方しか受給することができません。

有利かどうかは個別の状況によりますので、年金グループまでご相談ください。

○再就職（厚生年金加入）をする予定の場合

年金を繰上げ請求した場合でも、厚生年金保険に加入するような場合は、再就職先での標準

報酬額と年金額等により、繰上げ請求により減額された年金額から、さらに一部支給停止にな

る可能性があります。(P.42～P.44参照)
再就職の予定のある方は、年金の繰上げ請求についてご注意ください。

年金を繰上げ請求すれば、通常よりも早く年金を受給することが可能となります。しかし、

Ｑ 01 の回答にも記載していますとおり、生涯にわたって減額された年金が続くことになりま

すので、どちらが得になるのかは共済組合では判断することができません。

ご自身の他の年金の受給権の有無や退職後の再就職等の予定等、退職後の収入の状況を総合

的に勘案して判断していただくこととなります。
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Ｑ 04
障がいがあります。定年退職後に就職する予定はなく、年金の繰上げ請求を考えている

のですが。

○障害厚生年金（障害共済年金）の受給権をお持ちの方

障害年金については、年齢に関係なく支給されますが、他の年金の受給権が発生した場合は、

一人一年金の制度のため、受給選択をすることになります。老齢年金を繰上げ請求したとして

も、障害年金との選択になり、どちらか一方しか受給することができません。

○障害厚生年金（障害共済年金）の受給権をお持ちでない方

年金の繰上げ請求を行うと、今後、障がいの認定の手続きができなくなる可能性があります。

障害の等級に認定されるような障がいの状態であれば、状況により障害年金の請求が可能にな

る場合があります。

詳しくは、年金グループまでご相談ください。

Ｑ 05 年金を繰上げ請求したら不利になりますか。

○他の年金の受給権（障害年金・遺族年金）をお持ちの場合

一人一年金の制度のため、年金を繰上げ請求したとしても、もともと受給している年金（障

害年金や遺族年金）との選択になり、どちらか一方しか受給することができません。

有利かどうかは個別の状況によりますので、年金グループまでご相談ください。

○再就職（厚生年金加入）をする予定の場合

年金を繰上げ請求した場合でも、厚生年金保険に加入するような場合は、再就職先での標準

報酬額と年金額等により、繰上げ請求により減額された年金額から、さらに一部支給停止にな

る可能性があります。(P.42～P.44 参照)
再就職の予定のある方は、年金の繰上げ請求についてご注意ください。

年金を繰上げ請求すれば、通常よりも早く年金を受給することが可能となります。しかし、

Ｑ 01 の回答にも記載していますとおり、生涯にわたって減額された年金が続くことになりま

すので、どちらが得になるのかは共済組合では判断することができません。

ご自身の他の年金の受給権の有無や退職後の再就職等の予定等、退職後の収入の状況を総合

的に勘案して判断していただくこととなります。

老齢厚生年金等 繰上げ請求申込書

提出にあたっての

留意点

この書類は、老齢厚生年金等の繰上げ支給を希望される方のみご提出いただく書類です。

65歳から年金受給予定の方はこの書類の提出は不要です。

なお、繰上げ請求については、「年金請求のしおり」P．15～P.20を熟読し、制約事項等を

了解した上で申し込みを行っていただくようお願いします。

【提出期限】

○ 令和 5年 2月 15日までに、退職届書と共に提出してください。

ふ り が な 旧姓 性別

氏 名 男 女

生 年 月 日 昭和 年 月 日

組合員証番号 組合員証（保険証）の１０桁の番号です。

所 属 所 名 府立 ・ （ ） 市 町 村 立

小学校 ・ 中学校 ・ 高等学校 ・ 支援学校

幼稚園 ・ 大学 ・ その他

障害状態の有無 ≪ 有 ・ 無 ≫ 有に○の場合 (傷病名)

退職後の

就職の予定

１ 予定なし ２ 再任用フルタイム ３ 再任用短時間 (週20時間以上・週20時間未満)

４ 常勤講師 ５ 私立学校 ６ その他

※ 現在の予定を○で囲んでください。

書類送付希望先

（1・2のいずれか

に○をしてくださ

い）

１.所属所（ 本人 ・ 担当者名 ）

２.自宅 （自宅へ送付を希望される場合は、住所等を記入してください。）

↓

〒 －

住 所

電話番号

＊ ↑太線枠内のみ記入願います。

【共済組合使用欄】 配付方法 窓口（本人・代理 ）・郵便（学校・自宅）・逓送

原票抜出・作成 用紙配付年月日 令和 年 月 日

【 問い合わせ先 】

〒540－8571 大阪市中央区大手前２丁目 公立学校共済組合大阪支部 年金グループ

（直通）06－6941－2864   FAX  06－6941－3672
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老齢厚生年金等 繰上げ請求申込書

提出にあたっての

留意点

この書類は、老齢厚生年金等の繰上げ支給を希望される方のみご提出いただく書類です。

65歳から年金受給予定の方はこの書類の提出は不要です。

なお、繰上げ請求については、「年金請求のしおり」P．15 ～P.20 を熟読し、制約事項等

を了解した上で申し込みを行っていただくようお願いします。

【提出期限】

○ 令和 5年 2月 15日までに、退職届書と共に提出してください。

ふ り が な きょうさい たろう 旧姓 性別

氏 名
共 済 太 郎 田 中 男 女

生 年 月 日 昭和 ３８年 ３ 月 ３ 日

組合員証番号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０ 組合員証（保険証）の１０桁の番号です。

所 属 所 名 府立 ・ （ 大 阪 ） 市 町 村 立

小学校 ・ 中学校 ・ 高等学校 ・ 支援学校

幼稚園 ・ 大学 ・ その他

障害状態の有無 ≪ 有 ・ ○無 ≫ 有に○の場合 (傷病名)

退職後の

就職の予定

１ 予定なし ２ 再任用フルタイム ３ 再任用短時間 (週20時間以上・週20時間未満)

４ 常勤講師 ５ 私立学校 ６ その他

※ 現在の予定を○で囲んでください。

書類送付希望先

（1・2のいずれか

に○をしてくださ

い）

１.所属所（ 本人 ・ 担当者名 ）

２.自宅 （自宅へ送付を希望される場合は、住所等を記入してください。）

↓

〒 １２３ －４５６７

住 所 大阪市 中央区 大手前 ６丁目５１番４号

谷町マンション １０２号室

電話番号 ０６－１２３４－５６７８

＊ ↑太線枠内のみ記入願います。

【共済組合使用欄】 配付方法 窓口（本人・代理 ）・郵便（学校・自宅）・逓送

原票抜出・作成 用紙配付年月日 令和 年 月 日

【 問い合わせ先 】

〒540－8571 大阪市中央区大手前２丁目 公立学校共済組合大阪支部 年金グループ

（直通）06－6941－2864   FAX  06－6941－3672

谷 町

記 入 例

「有」・「無」どちらかに○をしてください。

有に○をされた場合は、右に簡単に傷病名を

記入していただくよう、お願いします。

退職後の就職の予定の番号に○をしてください。

具体的に決まっておられなくても、現在の予定

で記入していただくよう、お願いします。

年金の繰上げ請求書類一式を送付希望される場所に○をしてくだ

さい。

所属所に送付を希望される場合は１に○をし、あて名の希望につい

ても○で囲んでください。事務担当者あてに送付する場合は、担当

者名も併せて記載してください。

自宅に送付希望される場合は、２に○をし、下記に住所を記載して

いただくよう、お願いします。
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老齢厚生年金等 繰上げ請求申込書

提出にあたっての

留意点

この書類は、老齢厚生年金等の繰上げ支給を希望される方のみご提出いただく書類です。

65歳から年金受給予定の方はこの書類の提出は不要です。

なお、繰上げ請求については、「年金請求のしおり」P．15 ～P.20 を熟読し、制約事項等

を了解した上で申し込みを行っていただくようお願いします。

【提出期限】

○ 令和 5年 2月 15日までに、退職届書と共に提出してください。

ふ り が な きょうさい たろう 旧姓 性別

氏 名
共 済 太 郎 田 中 男 女

生 年 月 日 昭和 ３８年 ３ 月 ３ 日

組合員証番号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０ 組合員証（保険証）の１０桁の番号です。

所 属 所 名 府立 ・ （ 大 阪 ） 市 町 村 立

小学校 ・ 中学校 ・ 高等学校 ・ 支援学校

幼稚園 ・ 大学 ・ その他

障害状態の有無 ≪ 有 ・ ○無 ≫ 有に○の場合 (傷病名)

退職後の

就職の予定

１ 予定なし ２ 再任用フルタイム ３ 再任用短時間 (週20時間以上・週20時間未満)

４ 常勤講師 ５ 私立学校 ６ その他

※ 現在の予定を○で囲んでください。

書類送付希望先

（1・2のいずれか

に○をしてくださ

い）

１.所属所（ 本人 ・ 担当者名 ）

２.自宅 （自宅へ送付を希望される場合は、住所等を記入してください。）

↓

〒 １２３ －４５６７

住 所 大阪市 中央区 大手前 ６丁目５１番４号

谷町マンション １０２号室

電話番号 ０６－１２３４－５６７８

＊ ↑太線枠内のみ記入願います。

【共済組合使用欄】 配付方法 窓口（本人・代理 ）・郵便（学校・自宅）・逓送

原票抜出・作成 用紙配付年月日 令和 年 月 日

【 問い合わせ先 】

〒540－8571 大阪市中央区大手前２丁目 公立学校共済組合大阪支部 年金グループ

（直通）06－6941－2864   FAX  06－6941－3672

谷 町

記 入 例

「有」・「無」どちらかに○をしてください。

有に○をされた場合は、右に簡単に傷病名を

記入していただくよう、お願いします。

退職後の就職の予定の番号に○をしてください。

具体的に決まっておられなくても、現在の予定

で記入していただくよう、お願いします。

年金の繰上げ請求書類一式を送付希望される場所に○をしてくだ

さい。

所属所に送付を希望される場合は１に○をし、あて名の希望につい

ても○で囲んでください。事務担当者あてに送付する場合は、担当

者名も併せて記載してください。

自宅に送付希望される場合は、２に○をし、下記に住所を記載して

いただくよう、お願いします。
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【３】履歴書の作成

履歴書については、各市町村教育委員会や大阪府教育委員会へ

提出することになります。

他の年金関係の書類とは提出先や提出期限が異なりますので

ご注意ください。
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【３】履歴書の作成

履歴書については、各市町村教育委員会や大阪府教育委員会へ

提出することになります。

他の年金関係の書類とは提出先や提出期限が異なりますので

ご注意ください。
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履歴書の作成

「履歴書」は、４部作成してください。

老齢厚生年金等の年金額を算定するため（２部）及び退職手当の請求のために（１部）「履歴書」

が必要です。残りの１部は任命権者の控えとなります。

履歴書に、採用から退職までの履歴事項を記入し、それを３部コピーしてください。

※ 手書き・パソコン作成どちらでも可。

※ 府立学校の教職員は、ＳＳＣの「人事記録」を出力することにより、年金請求等の履歴書に代用

することができます。（下記、「Ⅱ、ＳＳＣの「人事記録」を代用する際の注意事項」を参照）

作成が不要な所属所（別途任命権者等で作成し共済組合に直接提出されます。）

① 大阪府教育庁の職員 ②大学の教職員 ③堺市立小中学校・高等学校・支援学校・幼稚園等

④ 大阪市立小中学校・高等学校・幼稚園等 ※大阪市は退職手当用に別途１部必要です。

Ⅰ、履歴書作成における注意事項

① 大阪府で教職員に採用される前に、府費負担教職員以外の前歴（他府県等で公務員として勤務さ

れていた前歴・市費負担教職員の前歴・常勤講師として勤務されていた前歴等）がある場合は、そ

れらの前歴から退職までを必ず通しで作成してください。

※ただし、他共済や他支部の前歴等については、当共済組合大阪支部に履歴書等が提出されていま

すので、この期間の履歴書を取り寄せる必要はありません。

② 大阪府で教職員に採用された後に、府費負担教職員以外の経歴（市町村教委への異動・国家公務

員への異動・市費負担教職員へ異動等）がある場合は、それらの経歴も含めて作成してください。

※市費負担教職員の方も、上記①②と同様に市費負担教職員以外の前歴や経歴がある場合は、すべ

て含めて履歴書を作成してください。

Ⅱ、ＳＳＣの「人事記録」を代用する際の注意事項

① ＳＳＣで出力した「人事記録」に記載されていない経歴（他府県等の経歴や府費負担以外の経歴

等）がある場合は、その経歴のみを別途「履歴書」（様式 P.31を切取り使用）に記載し作成してく

ださい。（上記「Ⅰ、履歴書作成における注意事項」を参照）

② ＳＳＣで出力した「人事記録」に、最終の昇給発令がなされた方は、【「令和 5年 1月 1日」】の

事項【「○級○号給を給する」】及び退職発令【「令和 5年 3月 31日」】の事項【「定年により本職を

免ずる」】が記載されていないので、それぞれ手書きで追記してください。

③ 所属所長は上記事項を確認の上、公印で証明印【「上記のとおり相違ないことを証明する。」】を

押印してください。

④ 「人事記録」の出力方法については、退職手当の請求関係の案内を参照してください。

【履歴書の様式】 ※ご自身で作成する場合は、記入例 P.29を参照のうえ作成してください。

① 様式 P.31を切取り使用することができます。

② 公立学校共済組合大阪支部のホームページからダウンロードすることができます。

・PDF 形式：トップページ〔諸用紙のダウンロード〕→〔長期給付関係（年金）〕

・Word 形式：トップページ〔組合員専用ページ〕→（都道府県選択、組合員証番号、生年月日

を入力してログイン）→〔様式集〕 各市町村

教委

任命権者

＜大阪府教委＞

任命権者

＜大阪府教委＞

任命権者

＜各市町教委＞

履歴書提出の流れ 及び記入要領は下記のとおりです。

※ 年金関係の提出書類とは、提出先や提出期限が異なりますのでご注意ください。

（１）履歴書の流れ

履歴書の提出については、各市町村教育委員会又は大阪府教育委員会への退職手当の請求関係に

あわせて履歴書の作成をしていただき、下記のように提出願います。

Ⅰ）市町村立学校が最終所属の方 ＜府費負担教職員に限る＞

※ただし豊能地区３市２町（豊中市・池田市・箕面市・豊能町・能勢町）立の学校は除く

Ⅱ）上記を除く学校及び幼稚園が最終所属の方

① 大阪府立学校

・大阪市立小中学校・高等学校・幼稚園等 …大阪市は市教委が作成。（退職手当請求には別途必要）

② ・堺市立小中学校・高等学校・支援学校・幼稚園等 …堺市は市教委が作成。

・豊能地区３市２町（豊中市・池田市・箕面市・豊能町・能勢町）立 小中学校・幼稚園等

・岸和田市立産業高等学校・東大阪市立日新高等学校＜市費負担＞

・市立幼稚園・認定こども園

公立学校共済組合

大阪支部
組合員

【履歴書】

最 終

所属所長

公立学校共済組合

大阪支部

組合員

【履歴書】

最 終

所属所長

公立学校共済組合

大阪支部

組合員

【履歴書】

最 終

所属所長
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各市町村

教委

任命権者

＜大阪府教委＞

任命権者

＜大阪府教委＞

任命権者

＜各市町教委＞

履歴書提出の流れ 及び記入要領は下記のとおりです。

※ 年金関係の提出書類とは、提出先や提出期限が異なりますのでご注意ください。

（１）履歴書の流れ

履歴書の提出については、各市町村教育委員会又は大阪府教育委員会への退職手当の請求関係に

あわせて履歴書の作成をしていただき、下記のように提出願います。

Ⅰ）市町村立学校が最終所属の方 ＜府費負担教職員に限る＞

※ただし豊能地区３市２町（豊中市・池田市・箕面市・豊能町・能勢町）立の学校は除く

Ⅱ）上記を除く学校及び幼稚園が最終所属の方

① 大阪府立学校

・大阪市立小中学校・高等学校・幼稚園等 …大阪市は市教委が作成。（退職手当請求には別途必要）

② ・堺市立小中学校・高等学校・支援学校・幼稚園等 …堺市は市教委が作成。

・豊能地区３市２町（豊中市・池田市・箕面市・豊能町・能勢町）立 小中学校・幼稚園等

・岸和田市立産業高等学校・東大阪市立日新高等学校＜市費負担＞

・市立幼稚園・認定こども園

公立学校共済組合

大阪支部
組合員

【履歴書】

最 終

所属所長

公立学校共済組合

大阪支部

組合員

【履歴書】

最 終

所属所長

公立学校共済組合

大阪支部

組合員

【履歴書】

最 終

所属所長
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（２）履歴書の記入要領（次ページの記入例を参照してください。）

※ 手書き・パソコン作成どちらでも可

ａ）所属所が所管する人事記録カード（履歴書）をもとに、任免・転任・昇格・昇給・休職・停

職・退職等を発令どおりに記入してください。（朱書き等色分けは必要ありません。）

ｂ）給与改定等、発令が年月日順になっていない部分がありますが、人事記録カード（履歴書）

の記載どおりに記入してください。

ｃ）記入誤りが生じたときは、誤りの箇所を二重線で消し、余白に書き直してください。そして、

その行の欄外に「○○字訂正」と記入してください。

ｄ）府費負担教職員及び府立学校教職員の方については、「略式記入」によることができます。

「略式記入」・・採用以降の昇給・給与改定事項については、適用法律、条例の名称は略

してもよく、また「給料表」、「級号給(号俸）」の字句を省略し、級号給

(号俸)を「－」で結ぶのみでよい。

ただし、枠外号給については本給を明示すること。

ｅ）採用辞令については略さずに記入し、その後、昭和 54年度までに発令された定期昇給、特

別昇給及び給与改定事項の記入は省略して差しつかえありません。ただし、任免は略さずに

記入してください。

記　入　例

職員番号を記入 別紙様式第11号 転出先（転出届用のみ記入） 都道

府県

1 2 3 4 5 6 学校

（ふりがな） 生年月日 　昭和  3７ 年　4 月　2 日 性　別 □ 男 □ 女

旧氏名 年 月 日

大阪府八尾市公立学校教員に任命する 大阪府教育委員会
任免の発令は
略さずに記入

教育職給料表（三）2等級6号給を給する

大阪府 八尾市立○○小学校　教諭に補する
法律や条例の
番号のみ記入 昭和60年条例第 46号 2 　- 6 〃

昭和61年条例第 37号 2 　- 6 〃

昭和61年条例第 46号附則第4項 2 　- 7 〃

2 　- 7 （取消） 〃
記入誤りはこのよう
に訂正してください。

昭和62年条例第 38号 2 　- 7 〃

2 　- 8 7 〃 １字訂正

昭和62年条例第 38号附則第4項 2 　- 11 〃

昭和63年条例第 37号 2 　- 8  調整額 10％ 〃
支援学級担当の給
料の調整額も記入

平成 8年条例第 66号 2 　- 15 〃

平成 7年条例第 53号 2 　- 16 〃

平成 8年条例第 66号 2 　- 16 （特別昇給） 〃

平成 10年条例第 8号 2 　- 18 〃

平成 11年条例第 11号 2 　- 19 〃

平成 11年条例第 52号 2 　- 19 〃

平成18年条例第9号附則第2項から第７項までの規定により 〃

小学校・中学校教育職給料表 2級 94号給を給する

平成18年条例第9号附則第9項の規定による給料392,600円 〃

を給する

平成18年条例第102号による改正後の平成18年条例 〃

第9号附則第9項の規定による給料385,848円を給する

平成19年条例第91号附則第3項により

小学校・中学校教育職給料表 2級 99号給を給する 〃

2 　- 103　（現給保障） 現給保障が適用の
場合その旨を記載

2 　- 〃

平成25年条例第2号により、2級120号給（396,200円）を給する 〃

平成26年条例第8号により、2級120号給（406,900円）を給する 〃

2 　- 124 （410,100円） 〃

平成26年条例第186号により、2級124号給（417,500円）を給する 〃

定年により本職を免ずる 〃

上記のとおり相違ないことを証明する。

令和 年 月 日
職　名

氏　名   印

１．学歴、位記、勲記、賞与等の記入は、必要がありません。

２．任免、転任、昇格、昇給、休職、停職、特命等は、順をおって、隙間のないように詳しく記載してください。

記入しない

（任命権者が記入・押印）

人事記載カード等に
「取消」　と記入され
ているものは、その
まま記入

8．   4．　1

62．　4．　1

62．　4．　1

60．　7．　1

63．　4．　1

職員番号

履　　歴　　書

　 てんま　　たろう

61．　4．　1

62．　4．　1

62．　1．　1

年　　　月　　　日

　天 満　　太 郎　　

任命権者　

改　 姓
年月日氏名

事　　　　　　　　　　　　　　　　項

60．　4．　1

発　　令　　庁

7． 　4．　1

61．　4．　１

8． 　4．　1

（記入例のため途中省略）

18．　4．　1

（記入例のため途中省略）

（例）任命権者の
大阪府教育委員会
が証明する

（例）この部分に
八尾市教育委員会
が証明する

5． 　3．31

（記入例のため途中省略）

以下余白

（記入例のため途中省略）

19．　1．　1

26．　4．　1

25．　4．　1

定年前の退職の場合、
「願により本職を免ずる」
と記入

現給保障は本給金
額を記入（金額の変
動があるごとに記入
してください）

21．　1．　1

19．　4．　1

20．　1．　1

108

26．　1．　1

25．12．　1

11．  4．　1

11．  4．　1

年月日順になっていな
くても人事記録カード
等のとおり記入

10．  4．　1

18．　4．　1

― 28 ―

履
歴
書
の
作
成



（２）履歴書の記入要領（次ページの記入例を参照してください。）

※ 手書き・パソコン作成どちらでも可

ａ）所属所が所管する人事記録カード（履歴書）をもとに、任免・転任・昇格・昇給・休職・停

職・退職等を発令どおりに記入してください。（朱書き等色分けは必要ありません。）

ｂ）給与改定等、発令が年月日順になっていない部分がありますが、人事記録カード（履歴書）

の記載どおりに記入してください。

ｃ）記入誤りが生じたときは、誤りの箇所を二重線で消し、余白に書き直してください。そして、

その行の欄外に「○○字訂正」と記入してください。

ｄ）府費負担教職員及び府立学校教職員の方については、「略式記入」によることができます。

「略式記入」・・採用以降の昇給・給与改定事項については、適用法律、条例の名称は略

してもよく、また「給料表」、「級号給(号俸）」の字句を省略し、級号給

(号俸)を「－」で結ぶのみでよい。

ただし、枠外号給については本給を明示すること。

ｅ）採用辞令については略さずに記入し、その後、昭和 54年度までに発令された定期昇給、特

別昇給及び給与改定事項の記入は省略して差しつかえありません。ただし、任免は略さずに

記入してください。

記　入　例

職員番号を記入 別紙様式第11号 転出先（転出届用のみ記入） 都道

府県

1 2 3 4 5 6 学校

（ふりがな） 生年月日 　昭和  3７ 年　4 月　2 日 性　別 □ 男 □ 女

旧氏名 年 月 日

大阪府八尾市公立学校教員に任命する 大阪府教育委員会
任免の発令は
略さずに記入

教育職給料表（三）2等級6号給を給する

大阪府 八尾市立○○小学校　教諭に補する
法律や条例の
番号のみ記入 昭和60年条例第 46号 2 　- 6 〃

昭和61年条例第 37号 2 　- 6 〃

昭和61年条例第 46号附則第4項 2 　- 7 〃

2 　- 7 （取消） 〃
記入誤りはこのよう
に訂正してください。

昭和62年条例第 38号 2 　- 7 〃

2 　- 8 7 〃 １字訂正

昭和62年条例第 38号附則第4項 2 　- 11 〃

昭和63年条例第 37号 2 　- 8  調整額 10％ 〃
支援学級担当の給
料の調整額も記入

平成 8年条例第 66号 2 　- 15 〃

平成 7年条例第 53号 2 　- 16 〃

平成 8年条例第 66号 2 　- 16 （特別昇給） 〃

平成 10年条例第 8号 2 　- 18 〃

平成 11年条例第 11号 2 　- 19 〃

平成 11年条例第 52号 2 　- 19 〃

平成18年条例第9号附則第2項から第７項までの規定により 〃

小学校・中学校教育職給料表 2級 94号給を給する

平成18年条例第9号附則第9項の規定による給料392,600円 〃

を給する

平成18年条例第102号による改正後の平成18年条例 〃

第9号附則第9項の規定による給料385,848円を給する

平成19年条例第91号附則第3項により

小学校・中学校教育職給料表 2級 99号給を給する 〃

2 　- 103　（現給保障） 現給保障が適用の
場合その旨を記載

2 　- 〃

平成25年条例第2号により、2級120号給（396,200円）を給する 〃

平成26年条例第8号により、2級120号給（406,900円）を給する 〃

2 　- 124 （410,100円） 〃

平成26年条例第186号により、2級124号給（417,500円）を給する 〃

定年により本職を免ずる 〃

上記のとおり相違ないことを証明する。

令和 年 月 日
職　名

氏　名   印

１．学歴、位記、勲記、賞与等の記入は、必要がありません。

２．任免、転任、昇格、昇給、休職、停職、特命等は、順をおって、隙間のないように詳しく記載してください。

記入しない

（任命権者が記入・押印）

人事記載カード等に
「取消」　と記入され
ているものは、その
まま記入

8．   4．　1

62．　4．　1

62．　4．　1

60．　7．　1

63．　4．　1

職員番号

履　　歴　　書

　 てんま　　たろう

61．　4．　1

62．　4．　1

62．　1．　1

年　　　月　　　日

　天 満　　太 郎　　

任命権者　

改　 姓
年月日氏名

事　　　　　　　　　　　　　　　　項

60．　4．　1

発　　令　　庁

7． 　4．　1

61．　4．　１

8． 　4．　1

（記入例のため途中省略）

18．　4．　1

（記入例のため途中省略）

（例）任命権者の
大阪府教育委員会
が証明する

（例）この部分に
八尾市教育委員会
が証明する

5． 　3．31

（記入例のため途中省略）

以下余白

（記入例のため途中省略）

19．　1．　1

26．　4．　1

25．　4．　1

定年前の退職の場合、
「願により本職を免ずる」
と記入

現給保障は本給金
額を記入（金額の変
動があるごとに記入
してください）

21．　1．　1

19．　4．　1

20．　1．　1

108

26．　1．　1

25．12．　1

11．  4．　1

11．  4．　1

年月日順になっていな
くても人事記録カード
等のとおり記入

10．  4．　1

18．　4．　1
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別紙様式第 11 号

履 歴 書

１． 学歴、位記、勲記、賞与等の記入は、必要がありません。

２． 任免、転任、昇格、昇給、休職、停職、待命等は、順をおって、隙間のないように詳しく記載してください。

転出先（転出届用のみ記入）

都道

府県

学校

職 員 番 号

(ふりがな) 生年月日 昭和 年 月 日 性 別 □男 □女

氏 名 旧 氏 名
改 姓

年月日
年 月 日

年 月 日 事 項 発 令 庁

上記のとおり相違ないことを証明する。

令和 年 月 日

職 名

任命権者 印

氏 名
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別紙様式第 11 号

履 歴 書

１． 学歴、位記、勲記、賞与等の記入は、必要がありません。

２． 任免、転任、昇格、昇給、休職、停職、待命等は、順をおって、隙間のないように詳しく記載してください。

転出先（転出届用のみ記入）

都道

府県

学校

職 員 番 号

(ふりがな) 生年月日 昭和 年 月 日 性 別 □男 □女

氏 名 旧 氏 名
改 姓

年月日
年 月 日

年 月 日 事 項 発 令 庁

上記のとおり相違ないことを証明する。

令和 年 月 日

職 名

任命権者 印

氏 名
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年 金 制 度 に つ い て

１.受給資格は何年で発生するか 〔受給資格〕

（１）受給資格期間が 10年以上必要です。 受給資格期間は、下記の期間を合算します。

区 分 備 考

第１号：一般厚生年金 民間会社で働いた期間

a 厚生年金保険 第２号：国共済厚生年金 国家公務員の共済組合に加入した期間

の加入期間 第３号：地共済厚生年金 地方公務員の共済組合に加入した期間

第４号：私学共済厚生年金 私立学校の共済組合に加入した期間

b 国民年金保険料納付済期間

c 国民年金法に規定する保険料免除期間 生活保護等により免除された期間

d 国民年金法に規定する合算対象期間 任意加入期間など

（２）受給資格期間が 25 年から 10年に短縮されました。 平成 29年 8月 1日施行

従前は、年金の受給資格を満たすには「25 年以上」の資格期間が必要でしたが、平成 29 年 8 月

1日から、「10年以上」の受給資格期間で年金が請求できるようになりました。

２.年金の内訳はどのようになっているのか

老齢厚生年金は次図のような内訳で構成されています。（ただし、これは令和 4 年度末の定年退職

予定者の一般的なパターンであり、全ての人に当てはまるものではありません。）

（本来支給の）老齢厚生年金

［支給要件］受給資格を満たし、65 歳に達した人 （1 月以上の厚生年金加入期間が必要）

65 歳
▼（受給開始年齢）

▲

配偶者 65歳

＊1 年金払い退職給付（ H27.10 月以降の組合員期間 ）

＊2 経過的職域加算（ H27.9 月までの組合員期間 ）

＊3 老 齢 厚 生 年 金

（報酬比例部分）

＊4 経過的加算

加給年金

＊5 老 齢 基 礎 年 金

（参考） 振替加算

老齢基礎年金

（３階部分）

（２階部分）

＊1 年金一元化で共済年金の職域年金部分が廃止され、新た

に創設されました。

＊2 旧共済年金制度の職域年金部分。平成 27 年 9 月までの

組合員期間と給料を基に算出します。

＊3 採用から退職までの給料を基に算出する報酬比例部分。

＊4 基礎年金の算定月数が 480月（40 年）に満たない場合で、

20歳未満や 60歳到達後の厚生年金加入期間があれば、

その月数の差が加算されます。

＊5 65歳に達した後、日本年金機構から支給されます。

（令和 4年 4月現在・満額で 777,800円）

←配偶者が 65 歳に達すると加給年
金は支給されなくなります。

３.いつから年金が受給できるのか （令和 4 年度末の定年退職者の場合／S37.4.2～S38.4.1 生）

厚生年金加入期間が 1月以上で、P.34の１の受給資格を満たす方は、65歳で「（本来支給の）老齢

厚生年金」の受給権が発生し、原則 65歳に到達した月の翌月分から受給することが可能です。

（ 1日生まれの者に限り、65歳に到達した月から受給可能 ）

４.年金の支給期月について [ 定期支給期と送金日 ]

原則、年金の送金については下表のとおり、 ２か月分 が 後払い されることとなります。

対象月
4月分
5月分

6月分
7月分

8月分
9月分

10月分
11月分

12 月分
1月分

2月分
3月分

送金日 ※ 6月 15日 8月 15日 10月15日 12月 15日 2月 15日 4月 15日

※15日が土曜日のときは 14日、日曜日のときは 13日となります。

年金の裁定には時間を要し、請求書を共済組合に提出してから３～４か月以上かかります。

そのため、最初の送金は、上記スケジュールではなく、年金が裁定され、送金手続きができ次第とな

ります。ご注意ください。

５.加給年金について

（１）支給要件

満 65歳に達した時、次の①、②の要件を満たす場合に支給されます。

①厚生年金加入期間（第１号～第４号での合計）が 20年以上あること

（第１号~第４号の複数の厚生年金制度の加入があれば、最も期間の長い制度で加算します。）

②次表の者の生計を維持していること（扶養認定、又は税法上の扶養者との関連はありません。）

配偶者
給与収入が年額 850万円未満（5年以内に定年退職し 850万円未満になる場合を含む）

又は所得が年額 655万 5千円未満で、65歳未満の者

子
18 歳に達した年度末までの者、又は 20 歳未満で共済組合が定める障害等級１～２級

に該当する者

（２）加給年金額 （令和 4年度単価）

対 象 者 加給年金額 特別加算額＊
＊特別加算額は組合員の生年月
日に応じて加算されます。

（昭和 18 年 4 月 2 日以降生まれ
の方は左記の額）

配偶者 223,800円 165,100 円

子
２人目まで１人につき 223,800 円

３人目から１人につき 74,600 円

（３）請求方法（加給年金対象者の生計維持認定）

（本来支給の）老齢厚生年金の請求時（65歳）に上記（1）の支給要件を満たす配偶者等の認定を

行います。

（４）加給年金額の停止

上記(１)の支給要件に該当する者がいても次の条件に当たる場合は、その条件がなくなるまで支

給が停止されます。

◇ 年金受給者本人が 65 歳以上で、再就職などで厚生年金（第１号～第４号）に加入となって、

年金が全額支給停止となっている場合。

（５）加給年金の失権

加給年金対象者が次の要件に該当した場合には失権し、支給されません。また、いったん失権す

ると再び支給されることはありません。

◇ 死亡したとき。 ◇ 離婚、婚姻等で、年金受給者との戸籍関係が絶えた場合。

◇ 配偶者が 65歳となった場合。

◇ 子が 18 歳に達した年度末をむかえた場合。共済組合が定める障害等級１～２級に該当する子

が 20歳に達した場合。

◇ 対象者の収入が、(１)の支給要件に示した限度額を超えた場合。

◇ 加給年金対象者が厚生年金等の公的年金（厚生年金加入期間の合計が 20 年以上あるもの及び

障がいを給付事由とするもの）の受給権を有するとき。（国民年金の障害基礎年金、議員年金

を除く。）

― 34 ―

年
金
制
度
に
つ
い
て



３.いつから年金が受給できるのか （令和 4 年度末の定年退職者の場合／S37.4.2～S38.4.1 生）

厚生年金加入期間が 1月以上で、P.34の１の受給資格を満たす方は、65歳で「（本来支給の）老齢

厚生年金」の受給権が発生し、原則 65歳に到達した月の翌月分から受給することが可能です。

（ 1日生まれの者に限り、65歳に到達した月から受給可能 ）

４.年金の支給期月について [ 定期支給期と送金日 ]

原則、年金の送金については下表のとおり、 ２か月分 が 後払い されることとなります。

対象月
4月分
5月分

6月分
7月分

8月分
9月分

10月分
11月分

12 月分
1月分

2月分
3月分

送金日 ※ 6月 15日 8月 15日 10月15日 12月 15日 2月 15日 4月 15日

※15日が土曜日のときは 14日、日曜日のときは 13日となります。

年金の裁定には時間を要し、請求書を共済組合に提出してから３～４か月以上かかります。

そのため、最初の送金は、上記スケジュールではなく、年金が裁定され、送金手続きができ次第とな

ります。ご注意ください。

５.加給年金について

（１）支給要件

満 65歳に達した時、次の①、②の要件を満たす場合に支給されます。

①厚生年金加入期間（第１号～第４号での合計）が 20年以上あること

（第１号~第４号の複数の厚生年金制度の加入があれば、最も期間の長い制度で加算します。）

②次表の者の生計を維持していること（扶養認定、又は税法上の扶養者との関連はありません。）

配偶者
給与収入が年額 850万円未満（5年以内に定年退職し 850万円未満になる場合を含む）

又は所得が年額 655万 5千円未満で、65 歳未満の者

子
18 歳に達した年度末までの者、又は 20 歳未満で共済組合が定める障害等級１～２級

に該当する者

（２）加給年金額 （令和 4年度単価）

対 象 者 加給年金額 特別加算額＊
＊特別加算額は組合員の生年月
日に応じて加算されます。

（昭和 18 年 4 月 2 日以降生まれ
の方は左記の額）

配偶者 223,800円 165,100円

子
２人目まで１人につき 223,800円

３人目から１人につき 74,600円

（３）請求方法（加給年金対象者の生計維持認定）

（本来支給の）老齢厚生年金の請求時（65歳）に上記（1）の支給要件を満たす配偶者等の認定を

行います。

（４）加給年金額の停止

上記(１)の支給要件に該当する者がいても次の条件に当たる場合は、その条件がなくなるまで支

給が停止されます。

◇ 年金受給者本人が 65 歳以上で、再就職などで厚生年金（第１号～第４号）に加入となって、

年金が全額支給停止となっている場合。

（５）加給年金の失権

加給年金対象者が次の要件に該当した場合には失権し、支給されません。また、いったん失権す

ると再び支給されることはありません。

◇ 死亡したとき。 ◇ 離婚、婚姻等で、年金受給者との戸籍関係が絶えた場合。

◇ 配偶者が 65歳となった場合。

◇ 子が 18 歳に達した年度末をむかえた場合。共済組合が定める障害等級１～２級に該当する子

が 20歳に達した場合。

◇ 対象者の収入が、(１)の支給要件に示した限度額を超えた場合。

◇ 加給年金対象者が厚生年金等の公的年金（厚生年金加入期間の合計が 20 年以上あるもの及び

障がいを給付事由とするもの）の受給権を有するとき。（国民年金の障害基礎年金、議員年金

を除く。）
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６.年金払い退職給付（ 法令上の正式名称：退職等年金給付 ）について

共済年金の３階部分にあたる「職域年金相当部分」が廃止され、新たな制度として創設されました。

平成 27年 10 月以降の組合員期間が算定の基礎となります。

旧「職域年金相当部分」は、共済年金の一部であり、現

役世代の掛金収入で年金受給者の給付を賄う『賦課方式』

でした。

一方、「年金払い退職給付」は公務員の退職給付の一部

として導入されたもので、将来の年金給付に必要な原資を

予め保険料で積み立てる『積立方式』です。

共済掛金

短期 23,300円

介護 4,410円

長期/厚年 45,750円

退職等年金 3,750円

毎月の標準報酬月額および期末手当等の額を基に算出した額（付与額）を退職するまで積み立てます。

付与額に利息を合計した額（給付算定基礎額）をもとに年金額が決定されます。

積み上げている給付算定基礎額の残高は、在職中の組合員には年１回通知することとなっており、令

和 4年には 7 月に公立学校共済組合本部から住所あてに圧着ハガキで送付されています。

「年金払い退職給付の給付算定基礎額残高通知書」には、前年度（４月から翌年３月まで）の給付算

定基礎額の残高などが表示されています。

（ 3 年 4 年 3 月 )

様 （ ）

 月

 月

 月

 月

 月

 月

 月

 月

 月

 月

 月

 月

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩ 年 月

年 4 月 ～ 年 3 月 ％

％

年 4 月 ～ 年 9 月 ％

年 10 月 ～ 年 3 月 ％

　 作成日 年 月 日令和

今 回 通 知 692072
給付算定基礎額等 合計 692072

付 与 額 累 計 124710 － 　－

利 息 額 179

基礎年金番号 9999999999 6 23

0.060

0.000

年 金 払 い 退 職 給 付 加 入 期 間 6 6

付　  与　  率
1.500令和 4令和 3

令和 3 令和 3

令和 3 令和 4

4

⑪

⑫ 基準利率（年率）

　＊標準報酬月額　欄には、同月に受けた期末手当等の額を含みます。

区　　分 給付算定基礎額残高 有期退職年金算定基礎額 終身退職年金算定基礎額

前 回 度 末 567183

2 500000 7500 0 684572

3 500000 7500 0 692072

12 1644000 24660 0 669572

1 500000 7500 0 677072

10 500000 7500 0 637412

11 500000 7500 0 644912

8 500000 7500 31 622381

9 500000 7500 31 629912

29 582240

6 1670000 25050 30 607320

7 500000 7500 30 614850

5 500000 7500

給付算定基礎額残高通知書

公立　太郎 単　位　円

月 ～

86841000000025

（入金）期月 ①標準報酬月額 ②付  与  額 ③ 利    息 ④給付算定基礎額残高

4

前年度末 567183

4 500000 7500 28 574711

用語の補足説明 ⑪付与率：現在の付与率は、掛金率と負担金率を合算した率と同じ率になっています。

↓

②付与額：給料から徴収した掛金と雇用主が納めた負担金の合計です。保険料は労使折半なので、

掛金の倍額となります。（ 雇用主が、掛金と同額の負担金を支払っています。）

年金払い退職給付の給付算定基礎額残高通知書 サンプル

【令和 3 年度末残高】

（参考）給料明細の掛金表記例
標準報酬月額 500,000 円（R 4.10.1）

(１) 退職年金

１年以上引き続く組合員期間※を有する方が、退職した後 65歳に達したとき、又は 65歳に達し

た日以後に退職したときに支給されます。 ※ 施行日以前の組合員期間も含みます。

退職時まで積み立てた給付算定基礎額の半分は有期年金、半分は終身年金として支給され、有期

年金は 10年又は 20年支給のいずれかを選択します。（一時金の選択も可能です。）

受給者がお亡くなりになった場合は、終身年金部分は終了し、有期年金の残余年月がある場合は、

遺族に一時金として支給されます。

（ 年 金 額 ）

有期退職年金： 給付算定基礎額残高 × 1/2 ※1 ÷ 有期年金現価率 ※2 で計算します。

有期一時 金： 給付算定基礎額残高 × 1/2 ※1 が一時金となります。

終身退職年金： 給付算定基礎額残高 × 1/2 ※1 ÷ 終身年金現価率 ※3 で計算します。

※1 組合員期間（平成 27年 9月以前の期間も考慮します）が 10年未満では４分の１となります。

※2 支給残月数に応じて、地方公務員共済組合連合会の定款で毎年定められます。（P.38 参照）

※3 受給者の年齢に応じて、地方公務員共済組合連合会の定款で毎年定められます。（P.39 参照）

（支給のイメージ） 65 歳 75 歳 85 歳
▼ ▼ ▼

・有期年金を 20年で受け取る場合 有 期 年 金 （20年間）

終 身 年 金

・有期年金を 10年で受け取る場合
有 期 年 金

（10年間）

終 身 年 金

・有期年金を一時金で受け取る場合

(注)
終 身 年 金

(注) 有期年金を一時金で受け取る場合の注意事項

この年金払い退職給付にかかる所得税額は、退職手当金と合算して他の所得とは別に所得税を計算す

る場合があります。有期年金を一時金で請求する場合に限り、退職手当金の「源泉徴収票の写し」が必

要となる場合がありますのでご注意ください。

詳細については、請求時の案内でご確認ください。

(２) 公務障害年金

公務による傷病により障がいの状態になった方に、障がいの状態である間、支給されます。

支給額は、２階部分の障害厚生年金と合わせて従来の公務等による障害共済年金と同程度の水準

です。

(３) 公務遺族年金

公務による傷病により亡くなられた場合で、遺族がいるときに支給されます。

支給額は、２階部分の遺族厚生年金と合わせて従来の公務等による遺族共済年金と同程度の水準

です。

一時金

受給は基本 65歳からですが、60歳から繰上げ、又は 75歳（注）まで繰下げての請求することも

可能です。この場合、利子分だけ給付算定基礎額残高が増減します。

（注）昭和 27年 4月 1日以前生まれの方は 70歳まで。
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６.年金払い退職給付（ 法令上の正式名称：退職等年金給付 ）について

共済年金の３階部分にあたる「職域年金相当部分」が廃止され、新たな制度として創設されました。

平成 27年 10月以降の組合員期間が算定の基礎となります。

旧「職域年金相当部分」は、共済年金の一部であり、現

役世代の掛金収入で年金受給者の給付を賄う『賦課方式』

でした。

一方、「年金払い退職給付」は公務員の退職給付の一部

として導入されたもので、将来の年金給付に必要な原資を

予め保険料で積み立てる『積立方式』です。

共済掛金

短期 23,300円

介護 4,410円

長期/厚年 45,750 円

退職等年金 3,750円

毎月の標準報酬月額および期末手当等の額を基に算出した額（付与額）を退職するまで積み立てます。

付与額に利息を合計した額（給付算定基礎額）をもとに年金額が決定されます。

積み上げている給付算定基礎額の残高は、在職中の組合員には年１回通知することとなっており、令

和 4年には 7月に公立学校共済組合本部から住所あてに圧着ハガキで送付されています。

「年金払い退職給付の給付算定基礎額残高通知書」には、前年度（４月から翌年３月まで）の給付算

定基礎額の残高などが表示されています。

（ 3 年 4 年 3 月 )

様 （ ）

 月

 月

 月

 月

 月

 月

 月

 月

 月

 月

 月

 月

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩ 年 月

年 4 月 ～ 年 3 月 ％

％

年 4 月 ～ 年 9 月 ％

年 10 月 ～ 年 3 月 ％

　 作成日 年 月 日令和

今 回 通 知 692072
給付算定基礎額等 合計 692072

付 与 額 累 計 124710 － 　－

利 息 額 179

基礎年金番号 9999999999 6 23

0.060

0.000

年 金 払 い 退 職 給 付 加 入 期 間 6 6

付　  与　  率
1.500令和 4令和 3

令和 3 令和 3

令和 3 令和 4

4

⑪

⑫ 基準利率（年率）

　＊標準報酬月額　欄には、同月に受けた期末手当等の額を含みます。

区　　分 給付算定基礎額残高 有期退職年金算定基礎額 終身退職年金算定基礎額

前 回 度 末 567183

2 500000 7500 0 684572

3 500000 7500 0 692072

12 1644000 24660 0 669572

1 500000 7500 0 677072

10 500000 7500 0 637412

11 500000 7500 0 644912

8 500000 7500 31 622381

9 500000 7500 31 629912

29 582240

6 1670000 25050 30 607320

7 500000 7500 30 614850

5 500000 7500

給付算定基礎額残高通知書

公立　太郎 単　位　円

月 ～

86841000000025

（入金）期月 ①標準報酬月額 ②付  与  額 ③ 利    息 ④給付算定基礎額残高

4

前年度末 567183

4 500000 7500 28 574711

用語の補足説明 ⑪付与率：現在の付与率は、掛金率と負担金率を合算した率と同じ率になっています。

↓

②付与額：給料から徴収した掛金と雇用主が納めた負担金の合計です。保険料は労使折半なので、

掛金の倍額となります。（ 雇用主が、掛金と同額の負担金を支払っています。）

年金払い退職給付の給付算定基礎額残高通知書 サンプル

【令和 3 年度末残高】

（参考）給料明細の掛金表記例
標準報酬月額 500,000 円（R 4.10.1）

(１) 退職年金

１年以上引き続く組合員期間※を有する方が、退職した後 65歳に達したとき、又は 65歳に達し

た日以後に退職したときに支給されます。 ※ 施行日以前の組合員期間も含みます。

退職時まで積み立てた給付算定基礎額の半分は有期年金、半分は終身年金として支給され、有期

年金は 10年又は 20年支給のいずれかを選択します。（一時金の選択も可能です。）

受給者がお亡くなりになった場合は、終身年金部分は終了し、有期年金の残余年月がある場合は、

遺族に一時金として支給されます。

（ 年 金 額 ）

有期退職年金： 給付算定基礎額残高 × 1/2 ※1 ÷ 有期年金現価率 ※2 で計算します。

有期一時 金： 給付算定基礎額残高 × 1/2 ※1 が一時金となります。

終身退職年金： 給付算定基礎額残高 × 1/2 ※1 ÷ 終身年金現価率 ※3 で計算します。

※1 組合員期間（平成 27年 9月以前の期間も考慮します）が 10年未満では４分の１となります。

※2 支給残月数に応じて、地方公務員共済組合連合会の定款で毎年定められます。（P.38 参照）

※3 受給者の年齢に応じて、地方公務員共済組合連合会の定款で毎年定められます。（P.39 参照）

（支給のイメージ） 65 歳 75 歳 85 歳
▼ ▼ ▼

・有期年金を 20年で受け取る場合 有 期 年 金 （20年間）

終 身 年 金

・有期年金を 10年で受け取る場合
有 期 年 金

（10年間）

終 身 年 金

・有期年金を一時金で受け取る場合

(注)
終 身 年 金

(注) 有期年金を一時金で受け取る場合の注意事項

この年金払い退職給付にかかる所得税額は、退職手当金と合算して他の所得とは別に所得税を計算す

る場合があります。有期年金を一時金で請求する場合に限り、退職手当金の「源泉徴収票の写し」が必

要となる場合がありますのでご注意ください。

詳細については、請求時の案内でご確認ください。

(２) 公務障害年金

公務による傷病により障がいの状態になった方に、障がいの状態である間、支給されます。

支給額は、２階部分の障害厚生年金と合わせて従来の公務等による障害共済年金と同程度の水準

です。

(３) 公務遺族年金

公務による傷病により亡くなられた場合で、遺族がいるときに支給されます。

支給額は、２階部分の遺族厚生年金と合わせて従来の公務等による遺族共済年金と同程度の水準

です。

一時金

受給は基本 65歳からですが、60歳から繰上げ、又は 75歳（注）まで繰下げての請求することも

可能です。この場合、利子分だけ給付算定基礎額残高が増減します。

（注）昭和 27年 4月 1日以前生まれの方は 70歳まで。

― 37 ―

年
金
制
度
に
つ
い
て



令和 4 年 10 月から令和 5 年 9 月までの率

・「地方公務員共済組合連合会」のホームぺージより抜粋

https://www.chikyoren.or.jp/

基準利率は、地方公務員等共済組合法に基づき、国債の利回りを基礎として、年金払い退職給付

に係る積立金の運用状況 及びその見通し等を勘案して毎年 9月 30日に定められます。

令和 4 年 10 月から令和 5 年 9 月までの率
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令和 4 年 10 月から令和 5 年 9 月までの率

・「地方公務員共済組合連合会」のホームぺージより抜粋

https://www.chikyoren.or.jp/

基準利率は、地方公務員等共済組合法に基づき、国債の利回りを基礎として、年金払い退職給付

に係る積立金の運用状況 及びその見通し等を勘案して毎年 9月 30日に定められます。

令和 4 年 10 月から令和 5 年 9 月までの率
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７.年金に係る税金について

（１）所得税

「老齢厚生年金」は、所得税法上、雑所得として課税され、年金の支給のつど所得税額が源泉徴

収されます。この税額の求め方は、次のとおりです。

所得税額 ＝ （年金の支給額－控除額）× 5.105％(注)

控除額 ＝（基礎的控除額＋人的控除額）× 支給月数

(注) 「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」により、平成 25年 1月

以降、所得税率（5％）に復興特別所得税率（所得税率に 2.1％を乗じたもの）を加算した合計税率（5.105％）により所得税額

が源泉徴収されます。

【「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」の提出方法】

〇年金請求時：年金請求書類の中に綴られていますので、請求時に申告していただきます。

〇翌 年 以 降：課税対象となる年金の支給がある方に毎年 10月頃に、翌年分が公立学校共済組合本部

から送付されます。同申告書の提出については、同封の案内に従い提出してください。

年金からの源泉徴収額については給与所得のような年末調整は行われません。よって「公的年金等の

受給者の扶養親族等申告書」で申告した事項に年の途中で変更が生じた場合、社会保険料控除やその年

中に他の所得がある場合は、税務署での確定申告にて精算してください。

また、給与所得のある方が、その給与等の支払者に提出した「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」

に記入した扶養親族等と同じ扶養親族等を「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」にも記入した

場合には、双方の所得について重複して所得控除が行われることになるため、確定申告にて所得税額を

納付することになる場合があります。

なお、公的年金等の収入金額の合計額が 400 万円以下で、その他の所得金額が 20 万円以下の方は、

確定申告の必要はありません。

（２）住民税

各保険料及び住民税の額や算定方法に関するお問い合わせは、

お住まいの市区町村の担当課へお願いします。

各種控除〔配偶者控除・扶養控除・障害者控除・寡婦（夫）控除〕を受けるには、年金請求時に「公

的年金等の受給者の扶養親族等申告書」の提出が必要です。ただし、在職中の方は給料の年末調整で

「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」を提出するようにしてください。

年金の源泉徴収票は、公立学校共済組合本部から毎年 12 月に送付されます。ただし、全額停止又は

障害・遺族給付の場合は送付されません。

65歳以上の方は、老齢基礎年金から特別徴収（天引き）されます。
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【５】 ≪こんなときは ガイド≫

○ 定年退職後に再就職をします。

→【P.42 「１．再就職による年金の支給調整について」を参照】

○ 失業保険を受給することはできますか。

→【P.45 「２．雇用保険法による給付と老齢厚生年金との調整について」を参照】

○ 老齢基礎年金を繰上げ請求したいのですが。

→【P.46 「３．老齢基礎年金の繰上げ支給について」を参照】

○ 年金を繰下げ請求することはできますか。

→【P.46 「４．年金の繰下げ制度について」を参照】

○ 女性で一般厚生年金の加入期間があります。

→【P.47 「５．一般厚生年金（第１号）の加入期間がある女性
．．

の年金請求時期について」を参照】

○ 障害年金 及び 遺族年金を受給しています。

→【P.48 「６．遺族年金や障害年金など二つ以上の年金の受給権を有することになる場合」を参照】

○ 退職後も、傷病手当金を受給する予定です。

→【P.48 「７．傷病手当金を受給されている場合について」を参照】

○ 過去に公務員を退職し、退職一時金を受給したことがあります。

→【P.48 「８．退職一時金の返還について」を参照】
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１．再就職による年金の支給調整について

老齢厚生年金の受給者が、再就職するなどで、被用者年金制度（下記①から④の厚生年金保険）の被保

険者（ 70 歳以上で適用事業所に使用される場合を含む）になっている場合は、年金と賃金の月額が一

定の金額を越えた場合に、年金の一部又は全額が支給停止になります。

年金受給者が、上記②及び③に該当する再就職をし、いずれかの共済組合の組合員となった場合は「年

金受給権者再就職届書」に年金証書を添えて再就職先の共済組合へ提出する必要がありますので、年金

グループにお問い合わせください。

ただし、年金を請求する前から継続して共済組合の資格を有している場合は、「年金受給権者再就職

届書」等の提出は不要です。

【 厚生年金加入中の年金支給調整 】

受給者自身での支給調整に係る手続きは不要です。

共済組合本部が日本年金機構や私学共済と情報交換します。ただし、情報のやりとりには時間を要す

るため、情報が入った時点で その都度遡って年金の支給調整がされることになります。

概

要

複数の実施機関からの年金がある場合、全ての老齢厚生年金を合算して支給調整計算をします。

・（賃金＋年金）が 47 万円※を超えた場合は、超えた額の 1/2 が年金の支給停止となります。

・上記②及び③の厚生年金に加入する間は、経過的職域加算の額は全額支給停止されます。

※47万円は、物価と賃金の変動に応じて１万円単位で改定されます。

支給停止額は、総報酬月額相当額 と基本月額に応じて、算定されます。

【用語説明】（賃金）総報酬月額相当額：

その月の標準報酬月額 ＋ （その月以前の 1年間の標準賞与額の総額 ×1／12 ）

（年金）基本月額：上記①～④の全ての厚生年金支給額の合計額が調整対象となります。

老齢厚生年金の年金額（年額）うち、厚生年金相当部分（２階部分の給料比例部分）の

額を 12分の 1した額。

※経過的職域加算の額、加給年金額 及び経過的加算の額は含みません。

（イメージ図）

65 歳
▽

年金払い退職給付

経過的職域加算（共済年金）

老齢厚生年金

経過的加算

老齢基礎年金

支給調整の算定に用いる

厚生年金部分

（３階部分）

（２階部分）

（１階部分）

〈令和 4 年 10 月現在〉

厚生年金保険の種別 対 象 者

① 一般厚生年金（第１号）

・会社員 ・再任用の短時間（週 20 時間以上）勤務

・臨時的任用職員 ・パートタイム非常勤職員

・フルタイム非常勤職員（12 月以下勤務）

② 国共済厚生年金（第２号） ・国家公務員

③ 地共済厚生年金（第３号）
・常勤の地方公務員 ・再任用フルタイム勤務者

・任期付職員 ・フルタイム非常勤職員（12月超勤務）

④ 私学共済厚生年金（第４号） ・私立学校の教職員

● 年金の支給調整（「年金」＋「賃金」＞47万円）

年金の支給調整は、以下のように算定されます。

支給停止額が老齢厚生年金の額を超えて支給額が 0 円となる場合、加給年金も支給停止となります。

支給停止基準額（月額）＝（ 総報酬月額相当額＋基本月額－47万円 ）×1/2

支給停止のイメージ

年金額停止計算 支給額決定

47 万円を超えた額の２分の１ 停止額

47 万円
賃 金

標準報酬月額
＋

過去１年間の賞与の
総額の 1/12 の額

賃 金

標準報酬月額
＋

過去１年間の賞与の

総額の 1/12 の額

（計算例１）公務員期間のみ、地共済厚生年金（第３号）に加入中

条

件

○標準報酬月額 34万円、過去１年間の賞与総額 84万円 ⇒ 総報酬月額相当額 41 万円

○老齢厚生年金 （共済） 144万円 ⇒ 基本月額 12万円

経過的職域加算額（共済） 24万円

計

算

★ 支給停止額（月額）：（41 万円＋12万円－47万円）×1/2＝ 3万円（支給停止）

∴ 支給月額 12万円のうち 3万円が停止されます。

加えて、経過的職域加算額は全額支給停止されます。 支給額 90,000 円（月額）

（計算例２）民間と公務員の期間あり、一般厚生年金（第１号）に加入中

条

件

○標準報酬月額 30万円、過去１年間の賞与総額 72万円 ⇒ 総報酬月額相当額 36 万円

○老齢厚生年金（機構） 12万円 ⇒ 基本月額 1万円

○老齢厚生年金（共済） 144 万円 ⇒ 基本月額 12万円

経過的職域加算額（共済）24万円

計

算

支給停止額は個々の老齢厚生年金額に応じて按分します。

・機構：（36万円＋13 万円－47万円）× 1万円/13万円×1/2＝0.077 万円

・共済：（36万円＋13 万円－47万円）×12万円/13万円×1/2＝0.923万円

★ 支給停止額（月額）合算：（36万円＋13万円－47万円）×1/2＝ 1万円（支給停止）

∴ 支給月額（計）13万円のうち 1 万円が停止され、支給額 12万円

なお、経過的職域加算額は全額支給（月額 2万円）されます。 支給額（計）14万円（月額）

上記計算例の注意点

・計算を分かりやすくするため、年金額等を１万円単位で表記しています。よって実際のサンプルを

表示しているわけではありません。

すべての年金の
合計額（月額）

※厚生年金相当部分

すべての年金の
合計額（月額）

※厚生年金相当部分

13 万円
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● 年金の支給調整（「年金」＋「賃金」＞47万円）

年金の支給調整は、以下のように算定されます。

支給停止額が老齢厚生年金の額を超えて支給額が 0 円となる場合、加給年金も支給停止となります。

支給停止基準額（月額）＝（ 総報酬月額相当額＋基本月額－47万円 ）×1/2

支給停止のイメージ

年金額停止計算 支給額決定

47 万円を超えた額の２分の１ 停止額

47 万円
賃 金

標準報酬月額
＋

過去１年間の賞与の
総額の 1/12 の額

賃 金

標準報酬月額
＋

過去１年間の賞与の

総額の 1/12 の額

（計算例１）公務員期間のみ、地共済厚生年金（第３号）に加入中

条

件

○標準報酬月額 34万円、過去１年間の賞与総額 84万円 ⇒ 総報酬月額相当額 41 万円

○老齢厚生年金 （共済） 144万円 ⇒ 基本月額 12万円

経過的職域加算額（共済） 24万円

計

算

★ 支給停止額（月額）：（41万円＋12万円－47万円）×1/2＝ 3万円（支給停止）

∴ 支給月額 12万円のうち 3 万円が停止されます。

加えて、経過的職域加算額は全額支給停止されます。 支給額 90,000 円（月額）

（計算例２）民間と公務員の期間あり、一般厚生年金（第１号）に加入中

条

件

○標準報酬月額 30万円、過去１年間の賞与総額 72万円 ⇒ 総報酬月額相当額 36 万円

○老齢厚生年金（機構） 12万円 ⇒ 基本月額 1万円

○老齢厚生年金（共済） 144 万円 ⇒ 基本月額 12万円

経過的職域加算額（共済）24 万円

計

算

支給停止額は個々の老齢厚生年金額に応じて按分します。

・機構：（36万円＋13 万円－47 万円）× 1万円/13万円×1/2＝0.077 万円

・共済：（36 万円＋13 万円－47 万円）×12万円/13万円×1/2＝0.923万円

★ 支給停止額（月額）合算：（36万円＋13万円－47万円）×1/2＝ 1万円（支給停止）

∴ 支給月額（計）13万円のうち 1 万円が停止され、支給額 12万円

なお、経過的職域加算額は全額支給（月額 2万円）されます。 支給額（計）14万円（月額）

上記計算例の注意点

・計算を分かりやすくするため、年金額等を１万円単位で表記しています。よって実際のサンプルを

表示しているわけではありません。

すべての年金の
合計額（月額）

※厚生年金相当部分

すべての年金の
合計額（月額）

※厚生年金相当部分

13 万円
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＜ 参 考 ＞ 支給停止の計算を簡略化して示しています。

なるべく、わかりやすい表現にしました。P.43のイメージ図とあわせてご活用ください。

標準報酬月額 過去１年間の 基本月額 収入月額

Ａ Ｂ ボーナスの１／１２ Ｃ （厚生年金部分の月額） Ｄ

+ + ＝

収入月額 支給停止調整額 支給停止額

Ｄ 1
－
2

E
- 47 万円 × ＝

支給される額は…

基本月額 支給停止額 職域年金部分 年金の

Ｃ （厚生年金部分の月額） E Ｆ の支給月額 Ｇ 支給月額

- + ＝

＜ここでの用語の補足説明＞

Ａ：標準報酬月額

給料額に諸手当を加えて算出します。大阪府教育委員会での再任用制度における諸手当には、地域

手当、教職調整額（給料額の４％）などがあり、通勤手当は 1か月分あたりで算定されます。

Ｃ：厚生年金部分の月額

老齢厚生年金額（年額）を、12で割った１か月分で計算します。

公立学校共済組合が支給する老齢厚生年金だけでなく、日本年金機構や私学共済が支給する老齢厚

生年金の額を合算します。

Ｆ：職域年金部分の額

公務員年金の独自部分で、公的年金制度の３階部分にあたります。

再任用フルタイム・任期付職員等で、共済組合の組合員（年金の組合員資格を有するとなる間）は、

職域年金部分は全額支給停止です。

Ｅ：支給停止額

※Ｃ―Ｅがマイナスなら、ゼロ円。
厚生年金部分の支給がない。

※フルタイム再任用職員や任期付職員は職域年金が

全額支給停止です。

複数機関の年金がある場合は、それぞれの加入期間に応じ按分します。

求職の申込み

▼

受給終了

▼

２．雇用保険法による給付と老齢厚生年金との調整について

65 歳未満（※）の老齢厚生年金の受給権者が、雇用保険法による失業等給付（基本手当等）を受ける場

合は、老齢厚生年金の経過的職域加算を除いた全額が支給停止となります。

ハローワークに求職の申込みをされる前に、年金と失業等給付のどちらを受給したら有利になるか、

十分検討してください。

（※）令和 4年度末定年退職者（昭和 37年 4 月 2日から昭和 38年 4月 1日生まれ）の年金受給開始年

齢は 65歳からとなりますので、65歳から年金を受給される場合は調整されません。

公務員（大学の教員等一部を除く）は、定年退職までは雇用保険の被保険者となっていませんでした

が、定年退職後、雇用保険適用事業所（民間企業等）に再就職した後、雇用保険法による失業等給付

を受ける場合は調整の対象となります。≪再任用教職員の方で、雇用保険法の適用を受けている方も

同様です。≫

(１) 基本手当を受給した場合の年金の支給停止期間

ハローワークに求職の申込みをした日の属する月の翌月から、基本手当の受給期間が経過した日

の属する月、又は所定給付日数分の基本手当を受け終わった日の属する月まで（調整対象期間とい

う）、老齢厚生年金の経過的職域加算を除いた全額が支給停止となります。

ただし、調整対象期間で基本手当が支給された日（これに準ずる日として政令で定める日を含む。）

が１日もない月がある場合、その月については、老齢厚生年金が支給されます。

(２) 基本手当と年金の調整のしくみ

5月 6月 7月 8月 9 月

雇用保険 基本手当受給 基本手当受給 基本手当受給

年 金 年金支給 年金支給停止 年金支給停止 年金支給停止 年金支給

(３) 年金の支給停止及び解除

基本手当を１日でも受給した月がある場合、その月の年金は支給停止されることになり、基本手

当の受給期間又は所定給付日数が満了した時点で、次の計算式により支給停止解除月数を計算しま

す。

解除月数が１か月以上の場合は、それに相当する月数分の支給停止が解除され、直近の年金停止

月分から順次遡及して支給します。

〈例〉老齢厚生年金決定額（年額） ： 1,655,600 円（※）

※（内訳）厚生年金相当部分の額 ・・ 1,420,800円 支給停止
経過的職域加算の額 ・・ 234,800円 支給あり

支給停止解除月数＝年金停止月－（基本手当の支給対象となった日数÷30）

（端数は切上げ）

政令で定める日＝現に基本手当の支給対象となった日に準ずる日

○待機期間 ○職業紹介拒否、訓練受講拒否に係る給付制限期間

○離職理由による給付制限期間

（P.50 の Q6 参照）
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＜ 参 考 ＞ 支給停止の計算を簡略化して示しています。

なるべく、わかりやすい表現にしました。P.43のイメージ図とあわせてご活用ください。

標準報酬月額 過去１年間の 基本月額 収入月額

Ａ Ｂ ボーナスの１／１２ Ｃ （厚生年金部分の月額） Ｄ

+ + ＝

収入月額 支給停止調整額 支給停止額

Ｄ 1
－
2

E
- 47 万円 × ＝

支給される額は…

基本月額 支給停止額 職域年金部分 年金の

Ｃ （厚生年金部分の月額） E Ｆ の支給月額 Ｇ 支給月額

- + ＝

＜ここでの用語の補足説明＞

Ａ：標準報酬月額

給料額に諸手当を加えて算出します。大阪府教育委員会での再任用制度における諸手当には、地域

手当、教職調整額（給料額の４％）などがあり、通勤手当は 1か月分あたりで算定されます。

Ｃ：厚生年金部分の月額

老齢厚生年金額（年額）を、12 で割った１か月分で計算します。

公立学校共済組合が支給する老齢厚生年金だけでなく、日本年金機構や私学共済が支給する老齢厚

生年金の額を合算します。

Ｆ：職域年金部分の額

公務員年金の独自部分で、公的年金制度の３階部分にあたります。

再任用フルタイム・任期付職員等で、共済組合の組合員（年金の組合員資格を有するとなる間）は、

職域年金部分は全額支給停止です。

Ｅ：支給停止額

※Ｃ―Ｅがマイナスなら、ゼロ円。
厚生年金部分の支給がない。

※フルタイム再任用職員や任期付職員は職域年金が

全額支給停止です。

複数機関の年金がある場合は、それぞれの加入期間に応じ按分します。

求職の申込み

▼

受給終了

▼

２．雇用保険法による給付と老齢厚生年金との調整について

65 歳未満（※）の老齢厚生年金の受給権者が、雇用保険法による失業等給付（基本手当等）を受ける場

合は、老齢厚生年金の経過的職域加算を除いた全額が支給停止となります。

ハローワークに求職の申込みをされる前に、年金と失業等給付のどちらを受給したら有利になるか、

十分検討してください。

（※）令和 4年度末定年退職者（昭和 37 年 4 月 2日から昭和 38年 4月 1日生まれ）の年金受給開始年

齢は 65 歳からとなりますので、65歳から年金を受給される場合は調整されません。

公務員（大学の教員等一部を除く）は、定年退職までは雇用保険の被保険者となっていませんでした

が、定年退職後、雇用保険適用事業所（民間企業等）に再就職した後、雇用保険法による失業等給付

を受ける場合は調整の対象となります。≪再任用教職員の方で、雇用保険法の適用を受けている方も

同様です。≫

(１) 基本手当を受給した場合の年金の支給停止期間

ハローワークに求職の申込みをした日の属する月の翌月から、基本手当の受給期間が経過した日

の属する月、又は所定給付日数分の基本手当を受け終わった日の属する月まで（調整対象期間とい

う）、老齢厚生年金の経過的職域加算を除いた全額が支給停止となります。

ただし、調整対象期間で基本手当が支給された日（これに準ずる日として政令で定める日を含む。）

が１日もない月がある場合、その月については、老齢厚生年金が支給されます。

(２) 基本手当と年金の調整のしくみ

5月 6月 7月 8月 9 月

雇用保険 基本手当受給 基本手当受給 基本手当受給

年 金 年金支給 年金支給停止 年金支給停止 年金支給停止 年金支給

(３) 年金の支給停止及び解除

基本手当を１日でも受給した月がある場合、その月の年金は支給停止されることになり、基本手

当の受給期間又は所定給付日数が満了した時点で、次の計算式により支給停止解除月数を計算しま

す。

解除月数が１か月以上の場合は、それに相当する月数分の支給停止が解除され、直近の年金停止

月分から順次遡及して支給します。

〈例〉老齢厚生年金決定額（年額） ： 1,655,600円（※）

※（内訳）厚生年金相当部分の額 ・・ 1,420,800円 支給停止
経過的職域加算の額 ・・ 234,800円 支給あり

支給停止解除月数＝年金停止月－（基本手当の支給対象となった日数÷30）

（端数は切上げ）

政令で定める日＝現に基本手当の支給対象となった日に準ずる日

○待機期間 ○職業紹介拒否、訓練受講拒否に係る給付制限期間

○離職理由による給付制限期間

（P.50 の Q6 参照）
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３．老齢基礎年金の繰上げ支給について

老齢基礎年金の支給開始年齢は 65歳からですが、老齢基礎年金の支給要件を満たした者は、60 歳

以上 65歳未満の間においても、本人の請求により繰上げて老齢基礎年金を受給することができます。

なお、繰上げて年金を受給する場合、年金額が繰上げた月数１か月あたり 0.4％(※)減額されま

す)。繰上げ支給は、請求をした日の翌月からの適用となります。

ただし、老齢基礎年金の繰上げ支給を希望される場合は、同時に老齢厚生年金等も繰上げる必要が

ありますのでご注意ください。請求手続きなどの詳細は P.15～P.20を参照してください。

（※）昭和 37年 4 月 1日以前生まれの方 0.5％。

４．年金の繰下げ制度について

基
本
事
項

◆65歳で受給権発生する老齢厚生年金と老齢基礎年金は、繰下げ請求することができます。

（ 一方を繰下げ、もう一方は 65歳で請求することもでき、双方を繰下げることもできます。）

◆繰下げ請求は、12か月以上繰下げる必要があり、最大で 120か月（75 歳まで）の繰下げが可能です。

（ 65歳から 66 歳になるまでの間は、繰下げ請求できません。）

◆繰下げ請求を行うと、年金額が繰下げた月数１か月あたり 0.7％増額されます。

（１）老齢厚生年金の繰下げ

65歳で受給権が発生する「（本来支給の）老齢厚生年金」は 66歳以降に繰下げて請求ができます。

重

要

◆老齢厚生年金の繰下げは、厚生年金加入期間（第１号～第４号）の年金を、すべてを同時に行う

必要があります。

◆老齢厚生年金の繰下げ請求で支給される年金額は、65 歳で請求した場合の支給額（在職給料と

の調整あり。支給停止額を差引いた額 ）に対して、増額率を乗じた額です。

したがって、給料との支給調整で、もともと支給できる額が少ない場合は、その少ない額に増額

率を乗じるので、増額もわずかになります。

◆老齢厚生年金を繰下げて支給がない間は、加給年金（P.35参照）も支給停止されます。

◆障害年金（障害基礎年金を除く）または遺族年金の受給権がある方は、老齢厚生年金の繰下げ請

求はできません。

【注意事項】

① 現在、障害程度の認定請求をされている場合、又はこれから認定請求をされる場合、老齢

基礎年金を繰上げ請求されると障害程度の認定ができない場合があります。

② 一旦、老齢基礎年金を繰上げ請求し受給権が発生しますと、その後、請求を取下げること

はできません。（減額された年金は生涯続きます。）

（例）老齢厚生年金を 65歳で繰下げて請求した場合

繰下げ月数( 12 月)

66 歳

65 歳 65 歳 ▽
▽ ▽ （ 繰 下 げ で の 増 加 分 ）

老齢厚生年金（本来支給） 支給なし 老齢厚生年金（本来支給）

老齢基礎年金 老齢基礎年金

65 歳で請求する老齢厚生年金の額から 12 月分（65 歳～66 歳の月数）が

増額されます。 増額率は 8.4％ ( 12月× 0.7％ ）

（２）老齢基礎年金の繰下げ

老齢厚生年金の繰下げ請求をするしないに関わらず、老齢基礎年金のみを繰下げ請求できます。

（例）老齢基礎年金を 66歳で繰下げて請求した場合

65 歳 65 歳 66 歳
▽ ▽ ▽

老齢厚生年金（本来支給） 老齢厚生年金（本来支給）

老齢基礎年金 支給なし 老齢基礎年金
（ 繰 下 げ で の 増 加 分 ）

繰下げ月数( 12 月)

65 歳で請求する老齢基礎年金の額から 12 月分（65 歳～66 歳の月数）が

増額されます。 増額率は 8.4％ ( 12月× 0.7％ ）

５．一般厚生年金（第１号）の加入期間がある女性
．．

の年金請求時期について

一般厚生年金（第１号厚生年金）の加入期間については、女性の支給開始年齢が男性より早くな

っています。（ 民間会社や講師勤務の職歴がある女性は注意してください。 ）

すべての厚生年金加入期間が１年以上あれば、下記支給開始年齢の前に日本年金機構から年金請

求書が事前送付されます。

生年月日
昭 29.4.2
～33.4.1

昭 33.4.2
～35.4.1

昭 35.4.2
～37.4.1

昭 37.4.2
～39.4.1

昭 39.4.2
～41.4.1 昭 41.4.2～

支給開始年齢 60 歳 61 歳 62 歳 63 歳 64 歳 65 歳

繰下げ

繰下げ
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３．老齢基礎年金の繰上げ支給について

老齢基礎年金の支給開始年齢は 65歳からですが、老齢基礎年金の支給要件を満たした者は、60 歳

以上 65歳未満の間においても、本人の請求により繰上げて老齢基礎年金を受給することができます。

なお、繰上げて年金を受給する場合、年金額が繰上げた月数１か月あたり 0.4％(※)減額されま

す)。繰上げ支給は、請求をした日の翌月からの適用となります。

ただし、老齢基礎年金の繰上げ支給を希望される場合は、同時に老齢厚生年金等も繰上げる必要が

ありますのでご注意ください。請求手続きなどの詳細は P.15～P.20を参照してください。

（※）昭和 37年 4 月 1日以前生まれの方 0.5％。

４．年金の繰下げ制度について

基
本
事
項

◆65歳で受給権発生する老齢厚生年金と老齢基礎年金は、繰下げ請求することができます。

（ 一方を繰下げ、もう一方は 65歳で請求することもでき、双方を繰下げることもできます。）

◆繰下げ請求は、12か月以上繰下げる必要があり、最大で 120か月（75 歳まで）の繰下げが可能です。

（ 65歳から 66 歳になるまでの間は、繰下げ請求できません。）

◆繰下げ請求を行うと、年金額が繰下げた月数１か月あたり 0.7％増額されます。

（１）老齢厚生年金の繰下げ

65歳で受給権が発生する「（本来支給の）老齢厚生年金」は 66歳以降に繰下げて請求ができます。

重

要

◆老齢厚生年金の繰下げは、厚生年金加入期間（第１号～第４号）の年金を、すべてを同時に行う

必要があります。

◆老齢厚生年金の繰下げ請求で支給される年金額は、65 歳で請求した場合の支給額（在職給料と

の調整あり。支給停止額を差引いた額 ）に対して、増額率を乗じた額です。

したがって、給料との支給調整で、もともと支給できる額が少ない場合は、その少ない額に増額

率を乗じるので、増額もわずかになります。

◆老齢厚生年金を繰下げて支給がない間は、加給年金（P.35 参照）も支給停止されます。

◆障害年金（障害基礎年金を除く）または遺族年金の受給権がある方は、老齢厚生年金の繰下げ請

求はできません。

【注意事項】

① 現在、障害程度の認定請求をされている場合、又はこれから認定請求をされる場合、老齢

基礎年金を繰上げ請求されると障害程度の認定ができない場合があります。

② 一旦、老齢基礎年金を繰上げ請求し受給権が発生しますと、その後、請求を取下げること

はできません。（減額された年金は生涯続きます。）

（例）老齢厚生年金を 65歳で繰下げて請求した場合

繰下げ月数( 12 月)

66 歳

65 歳 65 歳 ▽
▽ ▽ （ 繰 下 げ で の 増 加 分 ）

老齢厚生年金（本来支給） 支給なし 老齢厚生年金（本来支給）

老齢基礎年金 老齢基礎年金

65 歳で請求する老齢厚生年金の額から 12 月分（65 歳～66 歳の月数）が

増額されます。 増額率は 8.4％ ( 12 月× 0.7％ ）

（２）老齢基礎年金の繰下げ

老齢厚生年金の繰下げ請求をするしないに関わらず、老齢基礎年金のみを繰下げ請求できます。

（例）老齢基礎年金を 66歳で繰下げて請求した場合

65 歳 65 歳 66 歳
▽ ▽ ▽

老齢厚生年金（本来支給） 老齢厚生年金（本来支給）

老齢基礎年金 支給なし 老齢基礎年金
（ 繰 下 げ で の 増 加 分 ）

繰下げ月数( 12 月)

65 歳で請求する老齢基礎年金の額から 12 月分（65 歳～66 歳の月数）が

増額されます。 増額率は 8.4％ ( 12 月× 0.7％ ）

５．一般厚生年金（第１号）の加入期間がある女性
．．

の年金請求時期について

一般厚生年金（第１号厚生年金）の加入期間については、女性の支給開始年齢が男性より早くな

っています。（ 民間会社や講師勤務の職歴がある女性は注意してください。 ）

すべての厚生年金加入期間が１年以上あれば、下記支給開始年齢の前に日本年金機構から年金請

求書が事前送付されます。

生年月日
昭 29.4.2
～33.4.1

昭 33.4.2
～35.4.1

昭 35.4.2
～37.4.1

昭 37.4.2
～39.4.1

昭 39.4.2
～41.4.1 昭 41.4.2～

支給開始年齢 60 歳 61 歳 62 歳 63 歳 64 歳 65 歳

繰下げ

繰下げ
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６．遺族年金や障害年金など二つ以上の年金の受給権を有することになる場合

（１）併給調整の対象となる給付

年金の受給者が他の年金受給権を有することとなった場合（例えば、障害厚生（共済）年金の受

給者が老齢厚生年金の受給権を取得した場合)、原則として、いずれか一つの年金を選択すること

になります。その結果、選択しなかった年金は支給が停止されます。

なお、公務員以外の期間に係る障害又は遺族の年金を選択した場合には、老齢厚生年金のうち経

過的職域加算（共済年金）の額が支給されます。

（２）併給調整に関する書類

二つ以上の年金の受給権が発生した場合、原則、年金請求後に「年金受給選択申出書」を後ほど

送付することとなります。ただし、あらかじめ共済組合で把握できている場合については、年金請

求書類一式を送付の際に同封することもあります。二つ以上の年金の受給権をお持ちの方について

は、この書類で受給を選択した年金が支給されます。

なお、この受給の選択は年金受給者の申し出により、将来に向かっていつでも変更することがで

きます。

７．傷病手当金を受給されている場合について

　傷病手当金は、同一の傷病に係る障害厚生（共済）年金等又は障害手当金を受給する場合、又は

老齢厚生年金等を受給する場合（公立学校共済組合以外からの年金を含む）は、その年金額に応じて

傷病手当金の額が制限されます。

　年金の支給開始以降に支給された傷病手当金は返還していただくことになります。なお、年金額よ

り傷病手当金の額が多い場合は、その差額が支給されます。

８．退職一時金の返還について

（１）退職一時金の返還

下記①②に該当する場合は、過去に受給した退職一時金に利子（複利計算）を付した額を返還す

ることで、その期間を通算して年金を裁定します。なお、通算の有無は選択できません。

① 昭和 54 年 12 月 31 日以前に、1 年以上の組合員期間があった方が、退職時に年金を退職一時金

として受給したが、その前歴を含めた公務員共済の組合員期間が 20年以上となる場合

② 組合員期間は 20 年未満であっても、過去に退職一時金を受給の際、原資控除（退職一時金で全

額受給せず、一部を控除して年金を受ける権利を残しておく）していた場合

（２）返還方法

請求時にお渡しする年金請求書に、退職一時金に係る返還見込額が印字してあります。この欄に

署名していただき、年金支給額の半分を限度とし分割返還（支給する年金から控除）するか、1年

以内に一括ないし分割で返還するかを選んでいただきます。

【６】よくある質問コーナー

Ｑ 01
再任用でフルタイム勤務をする場合は、共済組合から配付された「退職届書」は提出しな

くてよいのですか。

はい。提出不要です。

再任用フルタイム勤務では、定年退職前と同様に公立学校共済組合の組合員資格が付与され、

引き続いて地共済厚生年金（第３号厚生年金）の加入となります。

P.8～P.10参照

Ｑ 02
再任用で短時間勤務（週 20時間以上）をする場合は、共済組合から配付された「退職届書」

を提出するのですか。

いいえ。提出不要です。

再任用の短時間（週 20 時間以上）勤務では、年金制度は一般厚生年金（第 1 号厚生年金）と

なり、公立学校共済組合の短期組合員となりますので、「退職届書」の提出は不要です。公立学

校共済組合大阪支部で登録を行います。

P.8～P.10参照

Ｑ 03

教育委員会へ提出した履歴書は、教育委員会が証明して退職後に共済組合に回送されてきま

す。別途作成する必要はありません。

P.25～P.31参照

Ｑ 04
再就職先に「基礎年金番号通知書の写し」を提出しなければなりません。共済組合でも「基

礎年金番号通知書」の再発行はできますか。

基礎年金番号は日本年金機構で付番しており、再交付申請は年金事務所（P.51～P.52参照）と

なります。共済組合では基礎年金番号通知書の再交付はできませんのでご注意ください。

なお、本冊子と同時に配付の「退職届書」や、公立学校共済組合が送付する「ねんきん定期便」

には、基礎年金番号が印字されていますので、提出書類として受付できるか再就職先に確認して

ください。

履歴書は教育委員会へ提出しました。同じものを自分で作成し、共済組合にも提出しなけ

ればなりませんか。
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６．遺族年金や障害年金など二つ以上の年金の受給権を有することになる場合

（１）併給調整の対象となる給付

年金の受給者が他の年金受給権を有することとなった場合（例えば、障害厚生（共済）年金の受

給者が老齢厚生年金の受給権を取得した場合)、原則として、いずれか一つの年金を選択すること

になります。その結果、選択しなかった年金は支給が停止されます。

なお、公務員以外の期間に係る障害又は遺族の年金を選択した場合には、老齢厚生年金のうち経

過的職域加算（共済年金）の額が支給されます。

（２）併給調整に関する書類

二つ以上の年金の受給権が発生した場合、原則、年金請求後に「年金受給選択申出書」を後ほど

送付することとなります。ただし、あらかじめ共済組合で把握できている場合については、年金請

求書類一式を送付の際に同封することもあります。二つ以上の年金の受給権をお持ちの方について

は、この書類で受給を選択した年金が支給されます。

なお、この受給の選択は年金受給者の申し出により、将来に向かっていつでも変更することがで

きます。

７．傷病手当金を受給されている場合について

　傷病手当金は、同一の傷病に係る障害厚生（共済）年金等又は障害手当金を受給する場合、又は

老齢厚生年金等を受給する場合（公立学校共済組合以外からの年金を含む）は、その年金額に応じて

傷病手当金の額が制限されます。

　年金の支給開始以降に支給された傷病手当金は返還していただくことになります。なお、年金額よ

り傷病手当金の額が多い場合は、その差額が支給されます。

８．退職一時金の返還について

（１）退職一時金の返還

下記①②に該当する場合は、過去に受給した退職一時金に利子（複利計算）を付した額を返還す

ることで、その期間を通算して年金を裁定します。なお、通算の有無は選択できません。

① 昭和 54 年 12 月 31 日以前に、1 年以上の組合員期間があった方が、退職時に年金を退職一時金

として受給したが、その前歴を含めた公務員共済の組合員期間が 20年以上となる場合

② 組合員期間は 20 年未満であっても、過去に退職一時金を受給の際、原資控除（退職一時金で全

額受給せず、一部を控除して年金を受ける権利を残しておく）していた場合

（２）返還方法

請求時にお渡しする年金請求書に、退職一時金に係る返還見込額が印字してあります。この欄に

署名していただき、年金支給額の半分を限度とし分割返還（支給する年金から控除）するか、1年

以内に一括ないし分割で返還するかを選んでいただきます。

【６】よくある質問コーナー

Ｑ 01
再任用でフルタイム勤務をする場合は、共済組合から配付された「退職届書」は提出しな

くてよいのですか。

はい。提出不要です。

再任用フルタイム勤務では、定年退職前と同様に公立学校共済組合の組合員資格が付与され、

引き続いて地共済厚生年金（第３号厚生年金）の加入となります。

P.8～P.10参照

Ｑ 02
再任用で短時間勤務（週 20 時間以上）をする場合は、共済組合から配付された「退職届書」

を提出するのですか。

いいえ。提出不要です。

再任用の短時間（週 20 時間以上）勤務では、年金制度は一般厚生年金（第 1 号厚生年金）と

なり、公立学校共済組合の短期組合員となりますので、「退職届書」の提出は不要です。公立学

校共済組合大阪支部で登録を行います。

P.8～P.10参照

Ｑ 03

教育委員会へ提出した履歴書は、教育委員会が証明して退職後に共済組合に回送されてきま

す。別途作成する必要はありません。

P.25～P.31参照

Ｑ 04
再就職先に「基礎年金番号通知書の写し」を提出しなければなりません。共済組合でも「基

礎年金番号通知書」の再発行はできますか。

基礎年金番号は日本年金機構で付番しており、再交付申請は年金事務所（P.51～P.52参照）と

なります。共済組合では基礎年金番号通知書の再交付はできませんのでご注意ください。

なお、本冊子と同時に配付の「退職届書」や、公立学校共済組合が送付する「ねんきん定期便」

には、基礎年金番号が印字されていますので、提出書類として受付できるか再就職先に確認して

ください。

履歴書は教育委員会へ提出しました。同じものを自分で作成し、共済組合にも提出しなけ

ればなりませんか。
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Ｑ 05 65歳から年金がもらえます。請求書はいつ頃送られてきますか。

65歳になる前に、年金請求書が自宅に届きます。

請求書は直前に加入していた実施機関（公立学校共済組合や日本年金機構など）からの送付と

なり、送付元や加入状況で配付時期が異なります。

（例）60 歳の退職後に勤務していない方の年金請求書は、公立学校共済組合本部が誕生月の２か

月前に自宅へ送付します。一方、共済組合の一般組合員として在職中の方の請求書は、各

都道府県の支部に回送されます。

したがって、受給権発生時に大学教員や再任用フルタイム勤務などの方には、公立学校共

済組合大阪支部から誕生月の前月に送付予定です。

Ｑ 06 再任用勤務で加入した雇用保険法の給付と老齢厚生年金は、両方をもらえますか。

65歳未満の老齢厚生年金の受給者が、雇用保険の基本手当を受けるため、求職の申込みを行う

と、老齢厚生年金の経過的職域加算額を除いた全額が支給停止されます。

なお、65歳以上の老齢厚生年金の受給者については、調整はかかりません。

求職の申込みをしなければ調整されませんので、ご自身の就職の意思並びに基本手当の受給額

と老齢厚生年金の額とを比較検討の上、手続きを行う必要があります。

基本手当を受けられることになった場合は、公立学校共済組合本部に必ず連絡してください。

※公務員（大学の教員等一部を除く）は雇用保険の被保険者とされないため調整の対象になりません

が、定年退職後、雇用保険適用事業所に再就職し、失業等給付の受給資格を満たして退職した場合は、

調整の対象になります。（再任用教職員の方で、雇用保険法の適用を受けている方も同様です。）

P.45参照

P.3、P.5、P.8～P.12参照

大阪府内の主な厚生年金実施機関の案内

（第１号）一般厚生年金 実施機関

年金事務所 所 在 地 電 話

天 満 〒530-0041 大阪市北区天神橋 4-1-15 06-6356-5511

福 島 〒553-8585 大阪市福島区福島 8-12-6 06-6458-1855

大手前
〒541-0056 大阪市中央区久太郎町 2-1-30

(船場ダイヤモンドビル 6～8階)
06-6271-7301

堀 江 〒550-0014 大阪市西区北堀江 3-10-1 06-6531-5241

市 岡 〒552-0003 大阪市港区磯路 3-25-17 06-6571-5031

天王寺 〒543-8588 大阪市天王寺区悲田院町 7-6 06-6772-7531

平 野 〒547-8588 大阪市平野区喜連西 6-2-78 06-6705-0331

難 波 〒556-8585 大阪市浪速区敷津東 1-6-16 06-6633-1231

玉 出
〒559-8560 大阪市住之江区新北島 1-2-1

（オスカードリーム 4 階）
06-6682-3311

淀 川 〒532-8540 大阪市淀川区西中島 4-1-1（日清食品ビル 2・3階） 06-6305-1881

今 里 〒537-0014 大阪市東成区大今里西 2-1-8 06-6972-0161

城 東 〒536-8511 大阪市城東区中央 1-8-19 06-6932-1161

貝 塚 〒597-8686 貝塚市海塚 305-1 072-431-1122

堺 東 〒590-0078 堺市堺区南瓦町 2-23 072-238-5101

堺 西 〒592-8333 堺市西区浜寺石津町西 4-2-18 072-243-7900

東大阪 〒577-8554 東大阪市永和 1-15-14 06-6722-6001

八 尾 〒581-8501 八尾市桜ヶ丘 1-65 072-996-7711

吹 田 〒564-8564 吹田市片山町 2-1-18 06-6821-2401

豊 中 〒560-8560 豊中市岡上の町 4-3-40 06-6848-6831

守 口 〒570-0083 守口市京阪本通 2-5-5 (守口市役所内 7階) 06-6992-3031

枚 方 〒573-1191 枚方市新町 2-2-8 072-846-5011

※ 各年金事務所の管轄区域は次ページを参照してください。

（第４号）私学共済厚生年金 実施機関

日本私立学校振興・共済

事業団 （共済業務課）

〒532-0004 大阪市淀川区西宮原 1-3-35

（ 大阪ガーデンパレス４階 ） 06－6393－9701
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Ｑ 05 65歳から年金がもらえます。請求書はいつ頃送られてきますか。

65歳になる前に、年金請求書が自宅に届きます。

請求書は直前に加入していた実施機関（公立学校共済組合や日本年金機構など）からの送付と

なり、送付元や加入状況で配付時期が異なります。

（例）60 歳の退職後に勤務していない方の年金請求書は、公立学校共済組合本部が誕生月の２か

月前に自宅へ送付します。一方、共済組合の一般組合員として在職中の方の請求書は、各

都道府県の支部に回送されます。

したがって、受給権発生時に大学教員や再任用フルタイム勤務などの方には、公立学校共

済組合大阪支部から誕生月の前月に送付予定です。

Ｑ 06 再任用勤務で加入した雇用保険法の給付と老齢厚生年金は、両方をもらえますか。

65歳未満の老齢厚生年金の受給者が、雇用保険の基本手当を受けるため、求職の申込みを行う

と、老齢厚生年金の経過的職域加算額を除いた全額が支給停止されます。

なお、65歳以上の老齢厚生年金の受給者については、調整はかかりません。

求職の申込みをしなければ調整されませんので、ご自身の就職の意思並びに基本手当の受給額

と老齢厚生年金の額とを比較検討の上、手続きを行う必要があります。

基本手当を受けられることになった場合は、公立学校共済組合本部に必ず連絡してください。

※公務員（大学の教員等一部を除く）は雇用保険の被保険者とされないため調整の対象になりません

が、定年退職後、雇用保険適用事業所に再就職し、失業等給付の受給資格を満たして退職した場合は、

調整の対象になります。（再任用教職員の方で、雇用保険法の適用を受けている方も同様です。）

P.45参照

P.3、P.5、P.8～P.12参照

大阪府内の主な厚生年金実施機関の案内

（第１号）一般厚生年金 実施機関

年金事務所 所 在 地 電 話

天 満 〒530-0041 大阪市北区天神橋 4-1-15 06-6356-5511

福 島 〒553-8585 大阪市福島区福島 8-12-6 06-6458-1855

大手前
〒541-0056 大阪市中央区久太郎町 2-1-30

(船場ダイヤモンドビル 6～8階)
06-6271-7301

堀 江 〒550-0014 大阪市西区北堀江 3-10-1 06-6531-5241

市 岡 〒552-0003 大阪市港区磯路 3-25-17 06-6571-5031

天王寺 〒543-8588 大阪市天王寺区悲田院町 7-6 06-6772-7531

平 野 〒547-8588 大阪市平野区喜連西 6-2-78 06-6705-0331

難 波 〒556-8585 大阪市浪速区敷津東 1-6-16 06-6633-1231

玉 出
〒559-8560 大阪市住之江区新北島 1-2-1

（オスカードリーム 4 階）
06-6682-3311

淀 川 〒532-8540 大阪市淀川区西中島 4-1-1（日清食品ビル 2・3階） 06-6305-1881

今 里 〒537-0014 大阪市東成区大今里西 2-1-8 06-6972-0161

城 東 〒536-8511 大阪市城東区中央 1-8-19 06-6932-1161

貝 塚 〒597-8686 貝塚市海塚 305-1 072-431-1122

堺 東 〒590-0078 堺市堺区南瓦町 2-23 072-238-5101

堺 西 〒592-8333 堺市西区浜寺石津町西 4-2-18 072-243-7900

東大阪 〒577-8554 東大阪市永和 1-15-14 06-6722-6001

八 尾 〒581-8501 八尾市桜ヶ丘 1-65 072-996-7711

吹 田 〒564-8564 吹田市片山町 2-1-18 06-6821-2401

豊 中 〒560-8560 豊中市岡上の町 4-3-40 06-6848-6831

守 口 〒570-0083 守口市京阪本通 2-5-5 (守口市役所内 7階) 06-6992-3031

枚 方 〒573-1191 枚方市新町 2-2-8 072-846-5011

※ 各年金事務所の管轄区域は次ページを参照してください。

（第４号）私学共済厚生年金 実施機関

日本私立学校振興・共済

事業団 （共済業務課）

〒532-0004 大阪市淀川区西宮原 1-3-35

（ 大阪ガーデンパレス４階 ） 06－6393－9701
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大阪府内の年金事務所管轄区域一覧

年金事務所
管 轄 区 域

健 康 保 険 ・ 厚 生 年 金 保 険 国 民 年 金

天満 北区（淀川年金事務所管内の地域を除く。） 北区

福島 福島区 西淀川区 同 左

大手前
都島区 中央区 浪速区 東成区 生野区 旭区 城東区

鶴見区
都島区 中央区

堀江 西区 西区 大正区

市岡 此花区 港区 大正区 此花区 港区

天王寺
天王寺区 阿倍野区 富田林市 河内長野市 松原市

羽曳野市 藤井寺市 大阪狭山市 南河内郡
同 左

平野 東住吉区 平野区 同 左

難波 浪速区

玉出 住吉区 西成区 住之江区 同 左

淀川

東淀川区 淀川区

北区のうち 大淀北一丁目、大淀北二丁目、大淀中一丁目、

大淀中二丁目、大淀中三丁目、大淀中四丁目、大淀中五丁目、

大淀南一丁目、大淀南二丁目、大淀南三丁目、国分寺一丁目、

国分寺二丁目、天神橋七丁目、天神橋八丁目、豊崎一丁目、

豊崎二丁目、豊崎三丁目、豊崎四丁目、豊崎五丁目、豊崎六

丁目、豊崎七丁目、中津一丁目、中津二丁目、中津三丁目、

中津四丁目、中津五丁目、中津六丁目、中津七丁目、長柄中

一丁目、長柄中二丁目、長柄中三丁目、長柄西一丁目、長柄

西二丁目、長柄東一丁目、長柄東二丁目、長柄東三丁目、本

庄西一丁目、本庄西二丁目、本庄西三丁目、本庄東一丁目、

本庄東二丁目及び本庄東三丁目

東淀川区 淀川区

今里 東成区 生野区

城東 旭区 城東区 鶴見区

貝塚 貝塚市 岸和田市 泉佐野市 泉南市 阪南市 泉南郡 同 左

堺東 堺区 中区 東区 南区 北区 美原区 堺市

堺西 西区 泉大津市 和泉市 高石市 泉北郡
泉大津市 和泉市

高石市 泉北郡

東大阪 東大阪市 同 左

八尾 八尾市 柏原市 同 左

吹田 吹田市 高槻市 茨木市 摂津市 三島郡 同 左

豊中 豊中市 池田市 箕面市 豊能郡 同 左

守口 守口市 大東市 門真市 同 左

枚方 枚方市 寝屋川市 四條畷市 交野市 同 左

日本年金機構のホームページより抜粋
http://www.nenkin.go.jp/section/soudan/

【７】その他の手続き
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大阪府内の年金事務所管轄区域一覧

年金事務所
管 轄 区 域

健 康 保 険 ・ 厚 生 年 金 保 険 国 民 年 金

天満 北区（淀川年金事務所管内の地域を除く。） 北区

福島 福島区 西淀川区 同 左

大手前
都島区 中央区 浪速区 東成区 生野区 旭区 城東区

鶴見区
都島区 中央区

堀江 西区 西区 大正区

市岡 此花区 港区 大正区 此花区 港区

天王寺
天王寺区 阿倍野区 富田林市 河内長野市 松原市

羽曳野市 藤井寺市 大阪狭山市 南河内郡
同 左

平野 東住吉区 平野区 同 左

難波 浪速区

玉出 住吉区 西成区 住之江区 同 左

淀川

東淀川区 淀川区

北区のうち 大淀北一丁目、大淀北二丁目、大淀中一丁目、

大淀中二丁目、大淀中三丁目、大淀中四丁目、大淀中五丁目、

大淀南一丁目、大淀南二丁目、大淀南三丁目、国分寺一丁目、

国分寺二丁目、天神橋七丁目、天神橋八丁目、豊崎一丁目、

豊崎二丁目、豊崎三丁目、豊崎四丁目、豊崎五丁目、豊崎六

丁目、豊崎七丁目、中津一丁目、中津二丁目、中津三丁目、

中津四丁目、中津五丁目、中津六丁目、中津七丁目、長柄中

一丁目、長柄中二丁目、長柄中三丁目、長柄西一丁目、長柄

西二丁目、長柄東一丁目、長柄東二丁目、長柄東三丁目、本

庄西一丁目、本庄西二丁目、本庄西三丁目、本庄東一丁目、

本庄東二丁目及び本庄東三丁目

東淀川区 淀川区

今里 東成区 生野区

城東 旭区 城東区 鶴見区

貝塚 貝塚市 岸和田市 泉佐野市 泉南市 阪南市 泉南郡 同 左

堺東 堺区 中区 東区 南区 北区 美原区 堺市

堺西 西区 泉大津市 和泉市 高石市 泉北郡
泉大津市 和泉市

高石市 泉北郡

東大阪 東大阪市 同 左

八尾 八尾市 柏原市 同 左

吹田 吹田市 高槻市 茨木市 摂津市 三島郡 同 左

豊中 豊中市 池田市 箕面市 豊能郡 同 左

守口 守口市 大東市 門真市 同 左

枚方 枚方市 寝屋川市 四條畷市 交野市 同 左

日本年金機構のホームページより抜粋
http://www.nenkin.go.jp/section/soudan/

【７】その他の手続き
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１．任意継続組合員について 資格担当

公立学校共済組合の「任意継続組合員制度」は、退職後に引き続き最長で２年間、在職中と同じよ

うに医療給付などの短期給付（休業手当金等一部を除く。）や、福祉事業の一部を利用することができ

る制度です。（ただし、退職後の進路に健康保険制度の適用がない場合に限る。）

任意継続組合員になることを希望するときは、下記の申出期間中に「任意継続組合員申出書」を、

資格担当へ提出してください。

（１） 加入資格

次の要件を満たしていることが必要です。

・退職日の前日まで引き続き 1年以上組合員期間があること。(１年と１日以上)

・掛金を期日までに払い込むこと。

（２） 申出用紙の入手方法

令和５年１月末頃に所属所へ手続きの通知文書を送付します。その際に申出書様式を同封しますの

で、複写してご利用ください。また、大阪支部ホームページの「お知らせ」にも申出期間中のみ掲載

します。

公立学校共済組合大阪支部 お知らせ 検索

（３） 申出期間

令和５年３月３１日退職者については、下表のいずれかの申出期間中に資格担当まで必要書類を郵

逓送してください。期日を過ぎると加入できません。万が一の場合に備え、申出書の写しを取り、発

送日時と発送方法をご自身で記録しておいてください。また、令和５年１月末頃に所属所へ送付する

通知文書もご確認ください。

事前申出 退職後申出

事前申出期間

令和５年２月３日（金）～

令和５年２月１５日（水）の消印まで

提出書類

○事前申出期間中に提出する書類

・「任意継続組合員申出書」

○令和５年４月１日以降に提出する書類

・組合員証

・組合員被扶養者証

・高齢受給者証 交付者のみ

・特定疾病療養受療証

・限度額適用認定証

退職後の申出期間

令和５年３月３１日（金）～

令和５年４月１９日（水）の消印まで

提出書類

・「任意継続組合員申出書」

・組合員証

・組合員被扶養者証

・高齢受給者証 交付者のみ

・特定疾病療養受療証

・限度額適用認定証

（４） 任意継続組合員証等の交付について

任意継続組合員証等は、掛金の入金を確認後、ご自宅あてに送付します。

・退職後、任意継続組合員証がご自宅に届くまでの間はお手元に組合員証が無い期間が生じますが、

任意継続組合員の資格取得日は退職日の翌日となりますので、健康保険制度への加入期間に空白は

生じません。

・医療機関を受診し 10 割負担となった場合は、当共済組合の医療担当へ請求手続きを行うことによ

り還付されます。（詳細は任意継続組合員証と共に送付する「任意継続組合員のしおり」をご覧く

ださい。）

（５） 被扶養者について

在職中から認定されている被扶養者については、引き続き任意継続組合員の被扶養者として継続し

ます。

ただし、組合員が任意継続組合員になると同時に、被扶養者が就職するなど認定要件がなくなる場

合は、組合員の任意継続加入手続きが完了してから取消申告を行っていただくか、「任意継続組合員申

出書」に取消しする旨を明記してください。

◎任意継続組合員制度は、年金制度への加入はありません。20歳以上 60歳未満の被扶養配偶者は、

国民年金制度への加入が必要です。（P.58参照）

（６） 資格喪失について

① 前頁に記載した事前申出期間内に申出を行った後に、再任用等の再就職（※共済組合の資格取得

※任意継続組合員への申出は、再就職等の結果が判明し加入の必要性が判断できる「退職後申出」

期間に行うことも可能です。

② 任意継続組合員期間中においては、申し出により月単位で任意継続組合員でなくなることができ

ます。

③ 4 月 1日以降、任意継続組合員となってから再就職等により健康保険制度の適用が生じた場合は、

再就職期間の長短に関わらず、任意継続組合員の資格は喪失します。その際の資格喪失の手続きに

ついては、任意継続組合員証と共に送付する「任意継続組合員のしおり」をご覧ください。

④ 令和４年１０月の被用者保険制度の改正により、非常勤職員等の短期間労働者（週 20時間以上の

勤務等の条件有）についても、社会保険（厚生年金、健康保険）が適用となる場合があります。

任意継続組合員期間中に制度適用となった場合についても、再就職等と同様に資格喪失申出の手続

きが必要です。

（７） 注意事項

任意継続組合員となった後に、臨時的任用職員等として加入資格を得るときは、任意継続組合員を

喪失することになり「資格喪失申出書（加入取消申出書）」の提出及び任意継続組合員証等を返納して

ください。一度、任意継続組合員の資格を喪失すると、再度、加入資格を得るためには、１年と１日

以上の引き続く組合員期間（任意継続組合員であった期間は含みません。）が必要です。

また、任意継続組合員資格を取得した月に、資格喪失した場合については、該当月分の掛金は必要

となり、還付されません。

（８） 掛金額について 経理担当

（注）掛金の計算方法は、今後変更となる可能性があります。

40歳以上 65歳未満の方 任意継続掛金標準額
×短期掛金率（ 93.2 ／1000 ）円未満の端数切捨て

×介護掛金率（ 17.64／1000 ）円未満の端数切捨て

40 歳未満の方
又は 65 歳以上の方 任意継続掛金標準額 ×短期掛金率（ 93.2 ／1000 ）円未満の端数切捨て

任意継続掛金標準額は、次の①又は②の低い方の額になります。

① 退職時の標準報酬月額

「退職時の標準報酬月額」とは退職した月の掛金の基礎となった標準報酬月額をいいます。

② 平均標準報酬月額【 令和 4年度 410,000円（参考） 】

「平均標準報酬月額」とは公立学校共済組合の全組合員の毎年 9月 30日における標準報酬月額の

平均額をいいます。

これにより、令和 4 年度の１か月分の掛金の上限は、②の平均標準報酬月額を用いて算出した

45,444円（参考）となっています。

※「短期掛金率」及び「介護掛金率」は令和 4年 10月 1 日現在のもの。

令和 5年度に係る掛金率等は、現在確定していないため詳細が決まり次第所属所あて通知します。

含む）が確定した場合や自己都合にて任意継続組合員に加入する必要がなくなった場合は、必ず、「資

格喪失申出書(加入取消申出書)」を提出し、取りやめる手続きを行ってください。

⑤ 任意継続組合員の資格を喪失すると、加入資格１の（1）の要件を再び満たさない限り、任意継続

組合員への加入はできません。
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１．任意継続組合員について 資格担当

公立学校共済組合の「任意継続組合員制度」は、退職後に引き続き最長で２年間、在職中と同じよ

うに医療給付などの短期給付（休業手当金等一部を除く。）や、福祉事業の一部を利用することができ

る制度です。（ただし、退職後の進路に健康保険制度の適用がない場合に限る。）

任意継続組合員になることを希望するときは、下記の申出期間中に「任意継続組合員申出書」を、

資格担当へ提出してください。

（１） 加入資格

次の要件を満たしていることが必要です。

・退職日の前日まで引き続き 1年以上組合員期間があること。(１年と１日以上)

・掛金を期日までに払い込むこと。

（２） 申出用紙の入手方法

令和５年１月末頃に所属所へ手続きの通知文書を送付します。その際に申出書様式を同封しますの

で、複写してご利用ください。また、大阪支部ホームページの「お知らせ」にも申出期間中のみ掲載

します。

公立学校共済組合大阪支部 お知らせ 検索

（３） 申出期間

令和５年３月３１日退職者については、下表のいずれかの申出期間中に資格担当まで必要書類を郵

逓送してください。期日を過ぎると加入できません。万が一の場合に備え、申出書の写しを取り、発

送日時と発送方法をご自身で記録しておいてください。また、令和５年１月末頃に所属所へ送付する

通知文書もご確認ください。

事前申出 退職後申出

事前申出期間

令和５年２月３日（金）～

令和５年２月１５日（水）の消印まで

提出書類

○事前申出期間中に提出する書類

・「任意継続組合員申出書」

○令和５年４月１日以降に提出する書類

・組合員証

・組合員被扶養者証

・高齢受給者証 交付者のみ

・特定疾病療養受療証

・限度額適用認定証

退職後の申出期間

令和５年３月３１日（金）～

令和５年４月１９日（水）の消印まで

提出書類

・「任意継続組合員申出書」

・組合員証

・組合員被扶養者証

・高齢受給者証 交付者のみ

・特定疾病療養受療証

・限度額適用認定証

（４） 任意継続組合員証等の交付について

任意継続組合員証等は、掛金の入金を確認後、ご自宅あてに送付します。

・退職後、任意継続組合員証がご自宅に届くまでの間はお手元に組合員証が無い期間が生じますが、

任意継続組合員の資格取得日は退職日の翌日となりますので、健康保険制度への加入期間に空白は

生じません。

・医療機関を受診し 10割負担となった場合は、当共済組合の医療担当へ請求手続きを行うことによ

り還付されます。（詳細は任意継続組合員証と共に送付する「任意継続組合員のしおり」をご覧く

ださい。）

（５） 被扶養者について

在職中から認定されている被扶養者については、引き続き任意継続組合員の被扶養者として継続し

ます。

ただし、組合員が任意継続組合員になると同時に、被扶養者が就職するなど認定要件がなくなる場

合は、組合員の任意継続加入手続きが完了してから取消申告を行っていただくか、「任意継続組合員申

出書」に取消しする旨を明記してください。

◎任意継続組合員制度は、年金制度への加入はありません。20歳以上 60歳未満の被扶養配偶者は、

国民年金制度への加入が必要です。（P.58参照）

（６） 資格喪失について

① 前頁に記載した事前申出期間内に申出を行った後に、再任用等の再就職（※共済組合の資格取得

※任意継続組合員への申出は、再就職等の結果が判明し加入の必要性が判断できる「退職後申出」

期間に行うことも可能です。

② 任意継続組合員期間中においては、申し出により月単位で任意継続組合員でなくなることができ

ます。

③ 4 月 1日以降、任意継続組合員となってから再就職等により健康保険制度の適用が生じた場合は、

再就職期間の長短に関わらず、任意継続組合員の資格は喪失します。その際の資格喪失の手続きに

ついては、任意継続組合員証と共に送付する「任意継続組合員のしおり」をご覧ください。

④ 令和４年１０月の被用者保険制度の改正により、非常勤職員等の短期間労働者（週 20時間以上の

勤務等の条件有）についても、社会保険（厚生年金、健康保険）が適用となる場合があります。

任意継続組合員期間中に制度適用となった場合についても、再就職等と同様に資格喪失申出の手続

きが必要です。

（７） 注意事項

任意継続組合員となった後に、臨時的任用職員等として加入資格を得るときは、任意継続組合員を

喪失することになり「資格喪失申出書（加入取消申出書）」の提出及び任意継続組合員証等を返納して

ください。一度、任意継続組合員の資格を喪失すると、再度、加入資格を得るためには、１年と１日

以上の引き続く組合員期間（任意継続組合員であった期間は含みません。）が必要です。

また、任意継続組合員資格を取得した月に、資格喪失した場合については、該当月分の掛金は必要

となり、還付されません。

（８） 掛金額について 経理担当

（注）掛金の計算方法は、今後変更となる可能性があります。

40歳以上 65歳未満の方 任意継続掛金標準額
×短期掛金率（ 93.2 ／1000 ）円未満の端数切捨て

×介護掛金率（ 17.64／1000 ）円未満の端数切捨て

40 歳未満の方
又は 65 歳以上の方 任意継続掛金標準額 ×短期掛金率（ 93.2 ／1000 ）円未満の端数切捨て

任意継続掛金標準額は、次の①又は②の低い方の額になります。

① 退職時の標準報酬月額

「退職時の標準報酬月額」とは退職した月の掛金の基礎となった標準報酬月額をいいます。

② 平均標準報酬月額【 令和 4年度 410,000円（参考） 】

「平均標準報酬月額」とは公立学校共済組合の全組合員の毎年 9月 30日における標準報酬月額の

平均額をいいます。

これにより、令和 4 年度の１か月分の掛金の上限は、②の平均標準報酬月額を用いて算出した

45,444円（参考）となっています。

※「短期掛金率」及び「介護掛金率」は令和 4年 10月 1日現在のもの。

令和 5年度に係る掛金率等は、現在確定していないため詳細が決まり次第所属所あて通知します。

含む）が確定した場合や自己都合にて任意継続組合員に加入する必要がなくなった場合は、必ず、「資

格喪失申出書(加入取消申出書)」を提出し、取りやめる手続きを行ってください。

⑤ 任意継続組合員の資格を喪失すると、加入資格１の（1）の要件を再び満たさない限り、任意継続

組合員への加入はできません。
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（９） 掛金の払込方法について 経理担当

① 掛金の払込方法は、次の「前納払込み」か「毎月の払込み」のいずれかを選択することができます。

【 前納払込み 】

ア 掛金の割引適用の有無 ― 有（前納割引率 4.0％複利）

イ 払込方法 ― 掛金振込依頼書（共済組合発行）による銀行振込み

・事前申出の場合（ 2月中旬 ）

払込方法 前納払込期間 月 数 払込期日※ 備 考

１年分一括払い 4月分 ～ 翌年3月分 12か月分 3月 31日 振込依頼書は 1枚

半年払い
4月分 ～ 9月分 6か月分 3月 31日

振込依頼書は 2枚
10月分 ～ 翌年3月分 6か月分 9月 30日

・退職後申出の場合（ 年度末退職の場合、3／31 ～ 4／19 ）

払込方法 前納払込期間 月 数 払込期日※ 備 考

１年分一括払い
4月分（割引無し） 1 か月分 4月 19日

振込依頼書は 2枚
5月分～翌年 3月分 11 か月分 4月 30日

半年払い

4月分（割引無し） 1 か月分 4月 19日

振込依頼書は 3枚5月分～9月分 5 か月分 4月 30日

10 月分～翌年 3 月分 6 か月分 9月 30日

※ 払込期日までに払い込むと、割引の適用を受けることができます。

【 毎月の払込み 】

ア 掛金の割引適用の有無 ― 無

イ 払込方法 ― 口座振替（自動引落し）又は掛金振込依頼書（共済組合発行）による銀行振込み

≪ 口座振替の場合 ≫

・りそな銀行の口座より口座振替（自動引落し）を行います。

・りそな銀行の口座をお持ちでない方はご利用いただけません。

・年度途中の加入の場合は、口座振替はご利用できません。

・口座振替の手続きが整うまでの期間（ 4月～6月 ）の払込みは、振込依頼書による払込みと

なります。払込み方法は下記《掛金振込依頼書による場合》を参照してください。

・残高不足等により口座振替ができない場合は、振込依頼書による払込みとなります。

≪ 掛金振込依頼書による場合 ≫

・払込期日は、任意継続組合員資格を継続しようとする月の前月末日です。

なお、初回の払込期日は、退職の日から起算して 20日以内となります。

② 月の中途で退職し、引き続き任意継続組合員になられた方は、その月から任意継続掛金が必要とな

ります。

③ 任意継続掛金を払込期限までに払い込まなかった場合は、任意継続組合員の資格を喪失します。

④ 任意継続組合員に加入した月に資格喪失した場合、当該月分の掛金が必要となります。

・「掛金振込依頼書」により払い込む際、りそな銀行の窓口を利用する場合のみ振込手数料が不要

です。

（１０） 福祉事業について 健康・福祉担当

令和５年度の任意継続組合員に対する主な福祉事業は下表の予定です。

年度途中で任意継続組合員の資格を喪失した場合は、その時点から利用できませんのでご注意く

ださい。

事業の詳細については、任意継続組合員証交付時に配付の「令和５年度 任意継続組合員用

厚生事業のしおり」でご確認ください。

事 業 利 用

○半日ドック（共済健診）【抽選】

（申込期間は４月中を予定しています）

半日ドック（本人）のみ利用できます。

ただし、自己負担額やご利用条件等につきまし

ては、「令和５年度 任意継続組合員用 厚生事

業のしおり」または支部ホームページ（今冬に

情報掲載予定）にてご確認ください。

○ 特定健康診査・特定保健指導

（年度末年齢 40歳以上の方のみ）
対象者へ共済組合から案内します。

○ 大阪メンタルヘルス総合センターでの

メンタルヘルス相談

○ 近畿中央病院でのメンタルヘルス相談

○ 無料法律相談（※令和６年度以降見直しを検討中）

○ トレーニング施設利用助成

現職の組合員と同じ条件で利用できます。

● 厚生施設宿泊利用補助

● 会食利用補助

● 長期組合員退職記念事業（※P.62 参照）

● 結婚式場利用補助

● 法要利用補助

● ベビー用品等配付事業

利用できません。

ただし、厚生施設のうち共済組合が経営する

施設については「宿泊施設特別利用者証」

（P.60 参照）提示により組合員料金で利用

できます。

貸付事業については、任意継続組合員証交付時に配付の「任意継続組合員のしおり 2023」を

ご覧ください。
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（９） 掛金の払込方法について 経理担当

① 掛金の払込方法は、次の「前納払込み」か「毎月の払込み」のいずれかを選択することができます。

【 前納払込み 】

ア 掛金の割引適用の有無 ― 有（前納割引率 4.0％複利）

イ 払込方法 ― 掛金振込依頼書（共済組合発行）による銀行振込み

・事前申出の場合（ 2月中旬 ）

払込方法 前納払込期間 月 数 払込期日※ 備 考

１年分一括払い 4月分 ～ 翌年3月分 12か月分 3月 31日 振込依頼書は 1枚

半年払い
4月分 ～ 9月分 6か月分 3月 31日

振込依頼書は 2枚
10月分 ～ 翌年3月分 6か月分 9月 30日

・退職後申出の場合（ 年度末退職の場合、3／31 ～ 4／19 ）

払込方法 前納払込期間 月 数 払込期日※ 備 考

１年分一括払い
4月分（割引無し） 1 か月分 4月 19日

振込依頼書は 2枚
5月分～翌年 3月分 11 か月分 4月 30日

半年払い

4月分（割引無し） 1 か月分 4月 19日

振込依頼書は 3枚5月分～9月分 5 か月分 4月 30日

10月分～翌年 3月分 6 か月分 9月 30日

※ 払込期日までに払い込むと、割引の適用を受けることができます。

【 毎月の払込み 】

ア 掛金の割引適用の有無 ― 無

イ 払込方法 ― 口座振替（自動引落し）又は掛金振込依頼書（共済組合発行）による銀行振込み

≪ 口座振替の場合 ≫

・りそな銀行の口座より口座振替（自動引落し）を行います。

・りそな銀行の口座をお持ちでない方はご利用いただけません。

・年度途中の加入の場合は、口座振替はご利用できません。

・口座振替の手続きが整うまでの期間（ 4月～6月 ）の払込みは、振込依頼書による払込みと

なります。払込み方法は下記《掛金振込依頼書による場合》を参照してください。

・残高不足等により口座振替ができない場合は、振込依頼書による払込みとなります。

≪ 掛金振込依頼書による場合 ≫

・払込期日は、任意継続組合員資格を継続しようとする月の前月末日です。

なお、初回の払込期日は、退職の日から起算して 20日以内となります。

② 月の中途で退職し、引き続き任意継続組合員になられた方は、その月から任意継続掛金が必要とな

ります。

③ 任意継続掛金を払込期限までに払い込まなかった場合は、任意継続組合員の資格を喪失します。

④ 任意継続組合員に加入した月に資格喪失した場合、当該月分の掛金が必要となります。

・「掛金振込依頼書」により払い込む際、りそな銀行の窓口を利用する場合のみ振込手数料が不要

です。

（１０） 福祉事業について 健康・福祉担当

令和５年度の任意継続組合員に対する主な福祉事業は下表の予定です。

年度途中で任意継続組合員の資格を喪失した場合は、その時点から利用できませんのでご注意く

ださい。

事業の詳細については、任意継続組合員証交付時に配付の「令和５年度 任意継続組合員用

厚生事業のしおり」でご確認ください。

事 業 利 用

○半日ドック（共済健診）【抽選】

（申込期間は４月中を予定しています）

半日ドック（本人）のみ利用できます。

ただし、自己負担額やご利用条件等につきまし

ては、「令和５年度 任意継続組合員用 厚生事

業のしおり」または支部ホームページ（今冬に

情報掲載予定）にてご確認ください。

○ 特定健康診査・特定保健指導

（年度末年齢 40歳以上の方のみ）
対象者へ共済組合から案内します。

○ 大阪メンタルヘルス総合センターでの

メンタルヘルス相談

○ 近畿中央病院でのメンタルヘルス相談

○ 無料法律相談（※令和６年度以降見直しを検討中）

○ トレーニング施設利用助成

現職の組合員と同じ条件で利用できます。

● 厚生施設宿泊利用補助

● 会食利用補助

● 長期組合員退職記念事業（※P.62 参照）

● 結婚式場利用補助

● 法要利用補助

● ベビー用品等配付事業

利用できません。

ただし、厚生施設のうち共済組合が経営する

施設については「宿泊施設特別利用者証」

（P.60 参照）提示により組合員料金で利用

できます。

貸付事業については、任意継続組合員証交付時に配付の「任意継続組合員のしおり 2023」を

ご覧ください。
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２．退職後、再就職しない 又は任意継続組合員に加入しない場合 資格担当

退職後、国民健康保険に加入又はご家族の加入する健康保険の被扶養者になるために「資格喪失証明

書」が必要な方は、「資格喪失証明書交付申請書」（共済様式）に組合員証及び被扶養者証・高齢受給者

証(交付者のみ)を添えて、資格担当まで提出してください。

３．国民年金第３号被保険者資格喪失後の届出の手続きについて 資格担当

組合員が退職したことにより扶養されていた配偶者（２０歳以上６０歳未満の者）は、国民年金第

３号被保険者の資格を喪失することになりますので、組合員の退職後速やかに該当する手続きをして

ください。

ア 退職後、再就職する場合 （就職先で健康保険制度の適用がある場合）

組合員が退職して再就職後、雇用先で健康保険制度の適用があり、引き続き配偶者（２０歳以上

６０歳未満の者）を扶養される場合、配偶者は再び国民年金第３号被保険者となりますので、再

就職先で手続きをしてください。

イ 退職後、再就職しない又は任意継続組合員に加入する場合 （再就職し、就職先で健康保険

制度の適用がない場合を含む）

扶養されていた配偶者（２０歳以上６０歳未満の者）は、組合員の退職後、国民年金第１号被保

険者となります。住所地の市区町村の国民年金担当課で各自第１号被保険者への種別変更の手続

きをしてください。

(参考)

種 類 対 象 者 掛 金

第１号被保険者
日本国内に住所のある２０歳以上６０歳未満

の者（第２号、第３号被保険者を除く）
国民年金の保険料納入

第２号被保険者
共済組合の組合員及び

厚生年金保険の被保険者

共済年金・厚生年金の

掛金納入

第３号被保険者
６５歳未満の第２号被保険者の被扶養配偶者

で２０歳以上６０歳未満の者

保険料の納入なし

保険者が拠出金として納入

　「資格喪失証明書交付申請書」（共済様式）は大阪支部ホームページから印刷してお使いください。

公立学校共済組合大阪支部　様式集　組合員資格等関係の様式　検索

４．退職後も受けられる短期給付について 医療担当

組合員が退職後、国民健康保険の被保険者又は家族が加入している健康保険の被扶養者（注１）の

資格を取得した場合は、下表の短期給付を受けることができます。

給付名 支給要件 給付額 提出書類

傷 病

手当金

組合員期間が 1 年以上であっ

た者が、公務によらない傷病

による療養のため、勤務に服

することができず、退職日に

おいて次の①又は②に該当

し、退職後も引き続き療養の

ため労務に服することができ

ないとき

①傷病手当金を受給中に退職

した

②退職日が療養のため勤務に

服することができなくなった

日から 4 日目以降であり、か

つ退職日において療養のため

勤務していない

支給開始日（注２）の属する月

以前の直近の継続した 12か月

の標準報酬月額の平均額 ×

1/22 × 2/3 × 日数

（日数は土曜日及び日曜日を除く）

※傷病手当金の支給期間は、

1 年 6 か月（結核性の病気につ

いては 3 年)です。

◇傷病手当金請求書

（暦月単位で請求）

・退職後に加入した健康保険証の

写し

・年金証書の写し

（年金受給者のみ）

※支給要件②の場合、

退職月の出勤簿の写し

※老齢厚生年金・退職共済年金・障害厚生（共済）年金・障害手当金及び障害基礎年金のいずれ

かの支給を受けることになったとき以後は、傷病手当金の額が老齢厚生年金等の額を上回ると

きに、その差額を支給します。

埋葬料
組合員が退職後 3 か月以内

に死亡したとき
５０，０００円（定額）

◇埋葬料請求書

・埋火葬許可証の写し

・退職後に加入した健康保険証の

写し

・退職時に被扶養者がおらず、実

埋葬者が請求する場合は、埋葬

に要した費用の「領収書」及び

内訳書等（原本は確認後に返却

します。）

（注２）退職日の翌日から傷病手当金の支給が開始する場合は、退職日となります。

（注１）傷病手当金を受給することにより健康保険の被扶養者になれない場合があります。退職後に扶養認定を予定さ

れている場合は、事前に加入予定の健康保険組合等へご確認ください。

（給付金が恒常的収入に該当し、被扶養者としての認定基準を超える場合があります。）

また、退職後に任意継続組合員の資格を取得した場合は、下表の給付以外の短期給付も受けること

ができます。詳細については、任意継続組合員証の交付時に送付する「任意継続組合員のしおり」で

ご確認ください。
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２．退職後、再就職しない 又は任意継続組合員に加入しない場合 資格担当

退職後、国民健康保険に加入又はご家族の加入する健康保険の被扶養者になるために「資格喪失証明

書」が必要な方は、「資格喪失証明書交付申請書」（共済様式）に組合員証及び被扶養者証・高齢受給者

証(交付者のみ)を添えて、資格担当まで提出してください。

３．国民年金第３号被保険者資格喪失後の届出の手続きについて 資格担当

組合員が退職したことにより扶養されていた配偶者（２０歳以上６０歳未満の者）は、国民年金第

３号被保険者の資格を喪失することになりますので、組合員の退職後速やかに該当する手続きをして

ください。

ア 退職後、再就職する場合 （就職先で健康保険制度の適用がある場合）

組合員が退職して再就職後、雇用先で健康保険制度の適用があり、引き続き配偶者（２０歳以上

６０歳未満の者）を扶養される場合、配偶者は再び国民年金第３号被保険者となりますので、再

就職先で手続きをしてください。

イ 退職後、再就職しない又は任意継続組合員に加入する場合 （再就職し、就職先で健康保険

制度の適用がない場合を含む）

扶養されていた配偶者（２０歳以上６０歳未満の者）は、組合員の退職後、国民年金第１号被保

険者となります。住所地の市区町村の国民年金担当課で各自第１号被保険者への種別変更の手続

きをしてください。

(参考)

種 類 対 象 者 掛 金

第１号被保険者
日本国内に住所のある２０歳以上６０歳未満

の者（第２号、第３号被保険者を除く）
国民年金の保険料納入

第２号被保険者
共済組合の組合員及び

厚生年金保険の被保険者

共済年金・厚生年金の

掛金納入

第３号被保険者
６５歳未満の第２号被保険者の被扶養配偶者

で２０歳以上６０歳未満の者

保険料の納入なし

保険者が拠出金として納入

　「資格喪失証明書交付申請書」（共済様式）は大阪支部ホームページから印刷してお使いください。

公立学校共済組合大阪支部　様式集　組合員資格等関係の様式　検索

４．退職後も受けられる短期給付について 医療担当

組合員が退職後、国民健康保険の被保険者又は家族が加入している健康保険の被扶養者（注１）の

資格を取得した場合は、下表の短期給付を受けることができます。

給付名 支給要件 給付額 提出書類

傷 病

手当金

組合員期間が 1 年以上であっ

た者が、公務によらない傷病

による療養のため、勤務に服

することができず、退職日に

おいて次の①又は②に該当

し、退職後も引き続き療養の

ため労務に服することができ

ないとき

①傷病手当金を受給中に退職

した

②退職日が療養のため勤務に

服することができなくなった

日から 4 日目以降であり、か

つ退職日において療養のため

勤務していない

支給開始日（注２）の属する月

以前の直近の継続した 12か月

の標準報酬月額の平均額 ×

1/22 × 2/3 × 日数

（日数は土曜日及び日曜日を除く）

※傷病手当金の支給期間は、

1 年 6 か月（結核性の病気につ

いては 3 年)です。

◇傷病手当金請求書

（暦月単位で請求）

・退職後に加入した健康保険証の

写し

・年金証書の写し

（年金受給者のみ）

※支給要件②の場合、

退職月の出勤簿の写し

※老齢厚生年金・退職共済年金・障害厚生（共済）年金・障害手当金及び障害基礎年金のいずれ

かの支給を受けることになったとき以後は、傷病手当金の額が老齢厚生年金等の額を上回ると

きに、その差額を支給します。

埋葬料
組合員が退職後 3 か月以内

に死亡したとき
５０，０００円（定額）

◇埋葬料請求書

・埋火葬許可証の写し

・退職後に加入した健康保険証の

写し

・退職時に被扶養者がおらず、実

埋葬者が請求する場合は、埋葬

に要した費用の「領収書」及び

内訳書等（原本は確認後に返却

します。）

（注２）退職日の翌日から傷病手当金の支給が開始する場合は、退職日となります。

（注１）傷病手当金を受給することにより健康保険の被扶養者になれない場合があります。退職後に扶養認定を予定さ

れている場合は、事前に加入予定の健康保険組合等へご確認ください。

（給付金が恒常的収入に該当し、被扶養者としての認定基準を超える場合があります。）

また、退職後に任意継続組合員の資格を取得した場合は、下表の給付以外の短期給付も受けること

ができます。詳細については、任意継続組合員証の交付時に送付する「任意継続組合員のしおり」で

ご確認ください。
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５．貸付金の返済手続きについて 貸付担当

（１）退職手当からの控除について

退職時に貸付金の未償還元利金がある方は、退職手当から控除します（手続き不要）。

なお、退職手当が支給されるまでの経過月数に応じ、利息が加算されます。

また、退職手当からの全額控除後に、当該貸付の「借用証書」を返付いたしますが、事務処理の都合

上、返付は全額控除の１～２か月後になります。

退職手当から全額控除できない場合は、控除できなかった金額の振込用紙をお送りしますので、金融

機関窓口にて納めてください。

（２）全額繰上償還について【払込期限は、令和５年２月 20日（月）です。】

令和５年３月末日退職予定で、退職前に自己資金にて返済を希望される方は、振込用紙を発行します

ので、「全額繰上償還申出書（送付用）」を添付書類とともに令和５年１月 25日（水）［必着］までに貸

付担当へ送付してください。当日発行を希望される場合は、組合員証・印鑑を持参のうえ、令和５年２

月 20日（月）までに当支部窓口までお越しください。

※「全額繰上償還申出書（送付用）」は、公立学校共済組合大阪支部のホームページ［様式集（諸用紙の

ダウンロード）→資金の貸付関係の様式］からダウンロード（PDF 形式）して使用してください。

（３）団体信用生命保険に任意加入されている方

毎年４・５月に保険料の引き落とし日がある方は、退職後完済した場合であっても、１年分の保険料

の引き落としが発生します。

引き落としの概ね２か月後に、完済後分の保険料が自動的に精算され口座に振り込まれますので、該

当される方は、それまで指定口座を解約しないようにお願いします。

６．「宿泊施設特別利用者証」の交付について 健康・福祉担当

公立学校共済組合直営の宿泊施設・保養所を利用される場合に、従前の支部事業である「厚生施

設宿泊利用補助券」の交付は受けられませんが、「宿泊施設特別利用者証」を施設に提示すると、

組合員料金で利用できます。（家族の方も組合員料金で利用できます。）

また、下記の共済組合が経営する施設に宿泊する場合も、「宿泊施設特別利用者証」を施設に提

示すれば、当該共済組合の組合員料金で利用できます。（家族の方は一般料金です。）

「宿泊施設特別利用者証」は、年金グループから退職予定

者へお渡しする書類一式に同封して交付いたします。

（小冊子「やすらぎの宿」にご案内を挟み込んでいます）

「宿泊施設特別利用者証」を使用できる共済組合

〇地方職員共済組合 〇東京都職員共済組合

〇警察共済組合 〇都市職員共済組合

〇各市町村職員共済組合 〇指定都市職員共済組合

〇文部科学省共済組合 〇全国市町村職員共済組合連合会

〇日本私立学校振興・共済事業団 〇国家公務員共済組合連合会

〇防衛省共済組合

７．公立共済「福祉保険制度」に加入されている方へ 健康・福祉担当

（ ファミリー年金・傷病休職給付金・医療費支援制度 ）

退職後も「福祉保険制度」への継続加入（更新）が可能です。制度毎の継続可能期間は下表のとお

りです。

制 度 種 別 継 続 加 入 可 能 期 間

１ ファミリー年金、元気づくりサービスコース 【本人・配偶者共通】保険年齢 84歳まで更新手続可能

２ 傷 病 休 職 給 付 金 継続不可（退職日の属する月の末日で脱退）

３ 入院費用給付金（女性疾病給付金を含む）
【本人・配偶者共通】保険年齢 75歳まで更新手続可能

【こども】保険年齢 22歳まで更新手続可能

４ 特 定 疾 病 給 付 金 【本人・配偶者共通】保険年齢 75歳まで更新手続可能

※１ 保険年齢とは、11月 1日時点での満年齢を基に１年未満の端数について 6か月以下は切り捨て、

6か月超は切り上げた年齢のこと（例）保険年齢 84歳：83歳 6か月超 84歳 6か月まで

２ 保険契約の内容は、退職（組合員資格喪失）時点のものとなり、追加、増額変更不可

３ 配偶者及びこどもは、加入者本人が退職後も継続する制度に限り継続可能

★ 保険期間は１年間（毎年 11月 1 日から翌年 10 月 31日まで）です。

なお、脱退のお申出がない場合は、令和 5年 11 月 1 日以降も自動更新となります。

脱退する場合は、原則、令和 5 年 10 月 31 日付けとなります。退職後の 7 月頃（予定）に、退職後

の取扱いについてのご案内をご自宅へ送付します。

お 問 い 合 わ せ 先 ： 公立学校共済組合 福祉保険制度担当

受 付 時 間 ： 月曜日～金曜日（祝日・年末年始除く）10:00～16:00

電話番号（通話料無料） ： 制度内容全般・登録内容の変更等 0120－778－599
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５．貸付金の返済手続きについて 貸付担当

（１）退職手当からの控除について

退職時に貸付金の未償還元利金がある方は、退職手当から控除します（手続き不要）。

なお、退職手当が支給されるまでの経過月数に応じ、利息が加算されます。

また、退職手当からの全額控除後に、当該貸付の「借用証書」を返付いたしますが、事務処理の都合

上、返付は全額控除の１～２か月後になります。

退職手当から全額控除できない場合は、控除できなかった金額の振込用紙をお送りしますので、金融

機関窓口にて納めてください。

（２）全額繰上償還について【払込期限は、令和５年２月 20日（月）です。】

令和５年３月末日退職予定で、退職前に自己資金にて返済を希望される方は、振込用紙を発行します

ので、「全額繰上償還申出書（送付用）」を添付書類とともに令和５年１月 25日（水）［必着］までに貸

付担当へ送付してください。当日発行を希望される場合は、組合員証・印鑑を持参のうえ、令和５年２

月 20日（月）までに当支部窓口までお越しください。

※「全額繰上償還申出書（送付用）」は、公立学校共済組合大阪支部のホームページ［様式集（諸用紙の

ダウンロード）→資金の貸付関係の様式］からダウンロード（PDF 形式）して使用してください。

（３）団体信用生命保険に任意加入されている方

毎年４・５月に保険料の引き落とし日がある方は、退職後完済した場合であっても、１年分の保険料

の引き落としが発生します。

引き落としの概ね２か月後に、完済後分の保険料が自動的に精算され口座に振り込まれますので、該

当される方は、それまで指定口座を解約しないようにお願いします。

６．「宿泊施設特別利用者証」の交付について 健康・福祉担当

公立学校共済組合直営の宿泊施設・保養所を利用される場合に、従前の支部事業である「厚生施

設宿泊利用補助券」の交付は受けられませんが、「宿泊施設特別利用者証」を施設に提示すると、

組合員料金で利用できます。（家族の方も組合員料金で利用できます。）

また、下記の共済組合が経営する施設に宿泊する場合も、「宿泊施設特別利用者証」を施設に提

示すれば、当該共済組合の組合員料金で利用できます。（家族の方は一般料金です。）

「宿泊施設特別利用者証」は、年金グループから退職予定

者へお渡しする書類一式に同封して交付いたします。

（小冊子「やすらぎの宿」にご案内を挟み込んでいます）

「宿泊施設特別利用者証」を使用できる共済組合

〇地方職員共済組合 〇東京都職員共済組合

〇警察共済組合 〇都市職員共済組合

〇各市町村職員共済組合 〇指定都市職員共済組合

〇文部科学省共済組合 〇全国市町村職員共済組合連合会

〇日本私立学校振興・共済事業団 〇国家公務員共済組合連合会

〇防衛省共済組合

７．公立共済「福祉保険制度」に加入されている方へ 健康・福祉担当

（ ファミリー年金・傷病休職給付金・医療費支援制度 ）

退職後も「福祉保険制度」への継続加入（更新）が可能です。制度毎の継続可能期間は下表のとお

りです。

制 度 種 別 継 続 加 入 可 能 期 間

１ ファミリー年金、元気づくりサービスコース 【本人・配偶者共通】保険年齢 84歳まで更新手続可能

２ 傷 病 休 職 給 付 金 継続不可（退職日の属する月の末日で脱退）

３ 入院費用給付金（女性疾病給付金を含む）
【本人・配偶者共通】保険年齢 75歳まで更新手続可能

【こども】保険年齢 22歳まで更新手続可能

４ 特 定 疾 病 給 付 金 【本人・配偶者共通】保険年齢 75歳まで更新手続可能

※１ 保険年齢とは、11月 1日時点での満年齢を基に１年未満の端数について 6か月以下は切り捨て、

6か月超は切り上げた年齢のこと（例）保険年齢 84歳：83歳 6か月超 84歳 6か月まで

２ 保険契約の内容は、退職（組合員資格喪失）時点のものとなり、追加、増額変更不可

３ 配偶者及びこどもは、加入者本人が退職後も継続する制度に限り継続可能

★ 保険期間は１年間（毎年 11月 1 日から翌年 10 月 31日まで）です。

なお、脱退のお申出がない場合は、令和 5年 11 月 1 日以降も自動更新となります。

脱退する場合は、原則、令和 5 年 10 月 31 日付けとなります。退職後の 7 月頃（予定）に、退職後

の取扱いについてのご案内をご自宅へ送付します。

お 問 い 合 わ せ 先 ： 公立学校共済組合 福祉保険制度担当

受 付 時 間 ： 月曜日～金曜日（祝日・年末年始除く）10:00～16:00

電話番号（通話料無料） ： 制度内容全般・登録内容の変更等 0120－778－599

― 61 ―

そ
の
他
の
手
続
き



８．アイリスプランに加入されている方へ 健康・福祉担当

〇 「年金コース」に加入されている方

退職される年齢（令和 5年 3月 31日時点の年齢）によって手続きが異なります。

(1) 満 60歳以上の方

脱退手続きに関するご案内を、ご自宅あてに送付（12 月末予定）しますので、案内にしたが

ってお手続きください。

(2) 満 60歳未満の方

必ず下記お問い合わせ先までご連絡ください。脱退手続きに関するご案内を送付します。

〇 「医療・日常事故コース」及び「介護保障コース」に加入されている方

退職後も継続可能です。解約希望の場合は、下記お問い合わせ先までご連絡ください。

９．長期組合員退職記念事業について 健康・福祉担当

受給条件を満たす方へ、ホテルアウィーナ大阪又は花のいえで利用できる施設利用券１万円分を

贈呈します。資格喪失するまでの間にご申請ください。

※申請書については、「令和 4 年度 厚生事業のしおり」P58 または当支部 HPに掲載しています。

お問い合わせ窓口 照会内容 電話番号（通話料無料） 開設時間

教職員生涯福祉財団

サービスセンター

年金コース

医療・日常事故コース
0120－491－294 月曜日～金曜日

（祝日・年末年始除く。）

10:00～17:00株式会社一ツ橋サービス 介護保障コース 0120－878－626

受 給

対 象 者

当該年度内に退職予定の組合員であって、以下の条件を満たす方

１．公立学校共済組合加入期間が通算 25年以上であること

２．申請時点で大阪支部の組合員資格を有すること
※過去に結婚 25周年・永年勤続（単身者）記念事業の施設利用券の交付を受けた方

は除く。

申 請 方 法

〇長期組合員退職記念施設利用券交付申請書（※）

〇組合員証（コピー可）＝健康保険証

△返信用切手（414円）＜郵送申請の場合のみ＞

申 請 期 間

退職（資格喪失）予定の年度中

退職年度時に公立学校共済組合加入期間が通算 25年未満の場合又は大阪

支部の組合員資格を有していない場合等であっても、その後、再任用等で組

合員資格を再取得し、上記１及び２の条件を満たした場合は申請可能

贈 呈 品
施設利用券 10,000円分（5,000円×2枚）

・ホテルアウィーナ大阪又は花のいえで利用可能

・有効期限は、発行日から 1 年間
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お問い合わせ先

〒540-8571 大阪市中央区大手前２丁目
（ 府庁別館３階 ）

月曜日～金曜日（祝日及び年末年始を除く） 午前 9時 30分～正午、午後 1時～午後 5時

〈 電 話 番 号 〉

年金に関すること 年 金 担 当 06－6941－2864

任意継続組合員の加入に関すること 資 格 担 当 06－6941－3164

任意継続組合員の掛金に関すること 経 理 担 当 06－6941－2857

短期給付に関すること 医 療 担 当 06－6941－2867

「宿泊施設特別利用者証」の交付に関すること 健康・福祉担当 06－6941－3991

貸付金の償還に関すること 貸 付 担 当 06－6941－2865

年金・生涯生活設計づくりの相談に関すること 年金等相談コーナー 06－6944－2088

〈 F A X 番 号 〉

ＦＡＸ （各担当共通） 06－6941－3672

〒101-0062 東京都千代田区神田駿河台2-9-5

年金相談センター 03－5259－1122

月曜日～金曜日（祝日及び年末年始を除く）午前 9時～午後 5時 30分

本資料は他に転載を厳禁する

令 和 4 年 1 2 月 作 成

公立学校共済組合大阪支部

公立学校共済組合大阪支部

公立学校共済組合本部



検索角倉了以邸趾  

いよいよセカンドライフの幕開けですね。素敵な人生のワンシーンを〝花のいえ〟で 

お過ごしになりませんか？ 『ちょっと別荘へ』感覚でお気軽にご利用くださいませ。 

花のいえでは、新型コロナウイルス感染症対策として、検温をはじめ、定期的なアルコール消毒や 

        客室の換気など、お客様が安心してご利用できる環境づくりを実践しています。 

■ご宿泊：１泊２食付 １２,３４２円～ ■ご昼食：２,９００円～（入浴用タオル付）

〒６１６－８３８２ 京都市右京区嵯峨天龍寺角倉町９番地

阪急嵐山駅から徒歩 12分／ＪＲ嵯峨嵐山駅南口から徒歩 7分 

  京福･嵐電嵯峨駅から徒歩 5分／京都バス角倉町バス停留所前 

ご予約＆お問い合わせは⇒TEL.０７５‐８６１‐１５４５

[ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ] https：//hananoie.gr.jp/

京 都 嵐 山

花のいえ

公立学校共済組合嵐山保養所

令和4年度

公立学校共済組合大阪支部 

年金手続き
　　のしおり
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